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九州における太陽光発電産業の可能性

現在、私達は世界的なエネルギー消費の増加

に伴い、地球温暖化などの様々な問題に直面し

ています。そうした諸問題に対する解決策とし

て、現在新たなエネルギー源である「太陽光エ

ネルギー」に注目が集まっています。太陽光発

電産業は、世界的に景気が低迷している現在で

も右肩上がりの成長を続けています。また、九

州においては、ここ数年太陽電池製造工場が相

次いで立地するなど活発な動きが続いており、

新たな主要産業の一つへと発展しつつあります。

そこで、今回は太陽光発電の産業としての概

要を紹介した上で、九州における太陽光発電産

業の発展の可能性について考察します。

なお、太陽光発電の全体像やその仕組み等に

ついては、福岡銀行調査月報２００７年１０月号でも

紹介いたしましたので詳細は省略し、産業の概

要のみ紹介します。

１ 太陽光発電産業の概要

世界規模での急拡大と日本の減速

太陽光発電は環境負荷の少ない新エネルギー

の代表格の一つとして挙げられます。現在、ド

イツなど欧州各国では「フィード・イン・タリ

フ」という、電力会社に太陽光で発電した電気

を通常料金より高く買い取ることを義務づけた

制度を導入し、積極的な普及促進を図っていま

す（図１）。

かつて太陽光発電の普及で世界のトップを

走っていた日本は、２００５年を最後に住宅用太陽

光発電システム設置費用の補助金が打ち切られ、

普及が急減速しています（図２）。

補助金復活の動き

日本では、こうした状況を打破し、太陽光発

電普及世界一を奪回するため、０８年に発表され

た「低炭素社会づくり行動計画」において、３０

年に太陽光発電導入量を現状の４０倍（※）にまで

拡大させることを目標に掲げました。そして、

その計画を具体的に進めるため、０８年１１月に経

済産業省、国土交通省、環境省、文部科学省の

関係４省庁が合同で「太陽光発電導入拡大のた

めのアクションプラン」を作成しました。その

取組みの一環として、住宅用太陽光発電システ

ム導入のための補助金が復活することになりま

した。

産業調査

図１ 太陽光発電システム累積導入量の推移

（出所）IEA（国際エネルギー機関）

図２ 日本における住宅用太陽光発電
システムの普及動向

（出所）�新エネルギー財団発表データ
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表１ 主な補助金の事例

実施主体 補助金額（２００８年度）

■住宅用太陽光発電設備向け

国
（太陽光発電普及拡大
センターが実施主体）

７万円／ｋＷ（システム価格の１割程度）
支給件数：３．５万件／８．４万件（０９年度）

福岡県福岡市 １０万円／件、年間２００件

福岡県北九州市 ５万円／ｋＷ、上限２０万円

福岡県三潴郡大木町 ３万円／ｋＷ、上限９万円

佐賀県 １万５千円／ｋＷ、上限６万円

熊本県天草市 ５万円／ｋＷ、上限２０万円

鹿児島県鹿児島市 ４万５千円／ｋＷ、上限１３万５千円

この他、筑前町、香春町（福岡県）、菊池市、大津町、高森町（熊
本県）も補助を実施

■大規模太陽光発電設備向け（産業・公共用）

（独）新エネルギー・
産業技術総合開発機
構（ＮＥＤＯ）

必要金額の１／２以内
（昨年度実績：３７４ヶ所）

（太陽光発電新技術等フィールドテスト事業）

（※）自治体の実施状況は２００８年１１月１８日時点
（出所）�新エネルギー財団、並びにＮＥＤＯ他各種資料
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図３ 日本における太陽光発電システム総出荷額
（輸出分含む）推移の予測

（出資）太陽光発電協会「太陽光発電産業自立に向けたビジョン」（２００６年６月）

（※）太陽光発電導入量を現在の４０倍にまで拡大させるためには
新築持家住宅の７割以上に太陽光発電システムを設置する
ことが必要だと言われています。

補助金は新たに住宅用太陽光発電システムを

設置する個人に支給され、その金額は０５年時点

での補助金の３．５倍の水準となる、７万円／１

ｋＷ（システム価格の１割程度）となっています。

補助金は０９年１月から申請の受付を開始してお

り、今年度中に約３万５，０００件、０９年度には約

８万４，０００件に対して補助金が支給される見込

みです。また、この補助金は、既存の自治体等

による住宅用太陽光発電設備向けの補助金と同

時に利用することが可能になっていることも大

きな特徴となっています（自治体によっては同

時利用ができないところもあります）（表１）。

今回の補助金復活を機に、「普及拡大→量産

効果＋技術開発によるシステム価格低下（３～

５年後に半額程度にまで引き下げることを目標

にしています）→更なる普及拡大」という流れ

が生まれ、今後太陽光発電市場が大きく成長し

ていくことが期待されています（図３）。

２ 九州での太陽光発電産業

以上のように、今後大きな成長が期待されて

いる太陽光発電産業ですが、九州の状況はどの

ようになっているのでしょうか。以下、「市場」

と「生産」の両面から、九州における太陽光発

電産業の現状をご紹介いたします。

「市場」について～九州は先進地域～

まず、「市場」の現状についてご紹介いたし

ます。全国的に太陽光発電の普及はこれからと

いう状況のなか、九州は全国でも相対的に日射

量が多く、一戸建ての割合も高いことから、太

陽光発電の普及率が高い地域となっています

（表２、３）。

�新エネルギー財団の調べによると、九州で

の住宅用太陽光発電の導入実績は全国の約２割

を占める累計２９万ｋＷ（設備容量ベース・０７年

度）にまで達しており、「九州は太陽光発電普及

の先進地域である」と言えます。

産業調査
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09年より材料（シリコン�
ウェハ）を製造開始予定�

ＳＵＭＣＯ�
�

06年製造装置部品製造�
開始。08年熊本工場増設�

マルマエ�

08年より材料（多結晶シリコン）を�
製造開始　　　　　　　　　　�

新日鉄マテリアルズ�
（NSソーラーマテリアル）�

02年生産開始。�
09年に増産予定�

三菱重工業�
�

太陽電池製造企業�
�

太陽電池関連企業（製造装置・材料等）�

07年より生産開始�

本田技研工業�
（ホンダソルテック）� 07年より生産開始�

昭和シェル石油�
（昭和シェルソーラー）�

06年11月生産開始�
富士電機システムズ�

表３ 都道府県別太陽光発電普及率（※）

順位 都道府県名
普及率
（％）

順位 都道府県名
普及率
（％）

１ 佐 賀 県 ３．２５ ８ 福 岡 県 ２．２４

２ 熊 本 県 ３．０８ ９ 香 川 県 ２．２１

３ 宮 崎 県 ３．０６ １０ 長 野 県 ２．１８

４ 長 崎 県 ２．５４ １３ 大 分 県 ２．１１

５ 滋 賀 県 ２．４７ １４ 鹿児島県 ２．０８

６ 山 梨 県 ２．３１
全国平均 １．５２

７ 静 岡 県 ２．２６

（※）普及率：導入件数を一戸建て件数で除したもの
（出所）資源エネルギー庁資料

表２ 国内主要都市の年平均日射量

cal／�・日 都 市 名

３２１～
津、奈良、和歌山、岡山、広島、徳島、高松、松
山、高知、佐賀、宮崎、鹿児島、那覇

３０１～３２０
前橋、甲府、長野、岐阜、静岡、名古屋、大阪、
神戸、山口、福岡、長崎、熊本、大分

２８１～３００
盛岡、仙台、山形、福島、新潟、水戸、宇都宮、
さいたま、千葉、東京、横浜、富山、金沢、福井、
大津、京都、鳥取、松江

２６１～２８０ 札幌、青森、秋田

（出資）�新エネルギー財団資料

「生産」について ～近年活発な動き～

次に、太陽光発電システムの中核を担ってい

る、太陽電池の「生産」の現状についてご紹介

いたします。日本における太陽電池の生産は、

大手メーカーの工場が数多く立地している関西

地方に集中しています。しかし、近年九州にお

いても、「次世代型」といわれる薄膜系太陽電

池を生産するメーカーの進出が相次いでいます。

その大きな理由は「これまでの産業集積」で

す。九州にはこれまで約４０年かけて半導体産業

が集積してきました。太陽電池の生産工程は半

導体の生産工程と似ている部分が多く、半導体

生産によって培われてきた「人材」や「技術」

が太陽電池生産に活用できるというのが、太陽

電池メーカーによる九州進出の一番大きな理由

です。その他、前述の通り、九州が太陽光発電

の有望な市場であることも進出の理由として挙

げられます。

図４ 主な太陽電池製造関連企業の動き

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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図５ 太陽光発電産業の商流

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

太陽電池メーカーの進出以外にも、新日本製

鐵やＳＵＭＣＯ等の日本を代表する素材メー

カーによるシリコン（太陽電池の材料）、シリコ

ンウェーハ（太陽電池の基盤）の製造や、太陽電

池製造装置メーカーの設備増強など、「生産」

と言う面でも九州で活発な動きが起きてきてい

ます（図４）。

３ 地場企業の太陽光発電産業参入可能性

これまで太陽光発電産業の全体像についてご

紹介しました。以下は、太陽光発電産業に対し

て、地場企業がどのような形で関わることがで

きるかということについて考察いたします。

九州の主要な産業である自動車・半導体産業

と同様に、「太陽電池そのもの」の生産に関し

ては大手企業が担っており、地場企業にとって

資金面、技術面の両面で参入障壁が高いのが現

状です。ただし、太陽光発電産業の商流全体か

ら見ると、地場企業の参入可能性がある分野が

存在しています。それは、「材料・装置提供（太

陽電池生産をサポートする）分野」と「太陽電

池を市場に投入する分野」です（図５）。

「材料・装置提供」分野における可能性

前述した太陽電池の生産工程と半導体の生産

工程との共通点の多さが、地場企業の参入可能

性の高さを示しています。九州には約７００もの

半導体関連企業が存在しており、その多くが地

場企業です。地場半導体関連企業がこれまで半

導体生産で培ってきた技術等を太陽電池生産分

野にも活用できる可能性は十分にあります。

また、九州に進出している太陽電池メーカー

は自社で製造装置等を開発、製造している企業

が多いということも、地場企業にとっては大き

なチャンスと言えます。実際、太陽電池メーカー

の中には製造装置のメンテナンスなどを中心に

地場企業との連携を望んでいる企業や、生産だ

けでなく研究開発の拠点を九州に置いている企

業もあるため、装置開発の初期段階から関わる

ことができる（＝より参入可能性が高い）可能性

もあります。

実際、まだその数は少ないのですが、地場企

業の中からも、これまで培ってきた技術や、大

学・研究機関との共同研究活動の成果等を活か

して、太陽電池製造装置等の開発、販売など太

陽電池生産に関わる事業を手がける企業も現れ

始めています（表４）。

半導体産業においては、数多くの地場企業が

産業調査

表４ 太陽電池生産に関わっている地場企業

企業名 内 容

�新菱 太陽電池用ウェーハ加工事業を展開

武井電機工業� 薄膜太陽電池向けレーザー加工装置を開
発、販売

�デンケン 太陽電池の最小単位「セル」の特性を評
価する検査装置を開発

平田機工� 太陽電池の製造工程で使われる搬送装置
や搬送コンベヤー等の受注開始

�マイクロマテリア
ルズジャパン

半導体用シリコンウェーハを太陽電池用
にリサイクル

（出所）各種公表資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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進出してきた大手企業の下請けとして技術力な

どを向上させていくことによって、産業の形

成・集積が進んできました。太陽電池生産に関

しても同様のプロセスを経て産業形成・集積が

進んでいく可能性が十分あると考えます。

「市場への投入」分野における可能性

市場への投入においては、まず住宅、事業所

への太陽光発電システム設置の分野が最も注目

されています。前述の通り、０９年度は住宅用太

陽光発電システム設置の補助金が約８万４，０００

件支給される予定ですが、この件数は０７年度の

住宅用太陽光発電システム設置件数（約５万件）

の１．７倍の水準です。また、最近では事業所向

けの大規模太陽光発電システムに対する関心が

高まっていることもあり、今後更に設置件数が

増加するとも考えられています。政府は中小企

業でも太陽光発電システムが簡単に設置できる

ように「施工ガイドライン」を作成する予定で

あり、今後地場設備メーカー等にとってビジネ

ス拡大の絶好の機会が訪れると思われます。

更に、太陽電池を活用した製品の開発・販売

という面でも参入のチャンスがあります。様々

な資料を基に調査を行なってみたところ、既に

多くの地場企業が太陽電池を活用した製品の開

発・販売を行なっています。製品開発にあたっ

ては、太陽電池メーカーとの連携や自治体によ

る補助などを活用することにより、中小企業が

独自の製品開発に成功している事例も存在して

います（表５）。

住宅等への設置に加えて、地場企業発の様々

な製品が開発、販売されることによって、九州

の太陽光発電産業がより活性化することが期待

されます。

おわりに

太陽光発電に関しては太陽電池工場の相次ぐ

新設や、九州経済産業局や各自治体による太陽

光発電産業振興へ向けた取組みなど、積極的な

動きが数多く起きており、地場企業の関心も高

く、数多くの企業が今後太陽光発電産業に参入

したいと考えているようです。

これまで、九州には半導体産業や自動車産業

等日本の主要な産業の生産拠点が集積し、「シ

リコンアイランド」「カーアイランド」等と呼

ばれてきました。今後この両産業に続き、九州

が「ソーラーアイランド」と呼ばれるようにな

るためには、地場企業による産業の裾野拡大が

必要不可欠であり、今後の地場企業による積極

的な参入が期待されます。

ふくおかフィナンシャルグループではこれま

で地域産業発展のため、ファイナンスニーズへ

の対応を始め、地場企業の皆様に様々な形での

情報発信や商談会による取引拡大機会の提供な

どを行なってまいりました。今後太陽光発電産

業に対しましても、様々な形で地場企業の皆様

に対する積極的なサポートを行ない、「ソーラー

アイランド」形成に向けたお手伝いを行なって

まいります。 （花谷 禎昭）

表５ 太陽電池を活用した製品の事例

企業名 内 容

�正興電機製作所 太陽電池と蓄電池を組み合わせた中小規
模事業所向けピークカットシステム

西部電気工業� LED照明と太陽電池を組み合わせた街
路灯

�パワーバンクシス
テム

太陽電池を使った持ち運び可能な電源シ
ステム（富士電機システムズ�、熊本大
学、くまもとテクノ産業財団等と産学官
連携で開発）

�プレシード

太陽電池を活用した、災害時に持ち運び
できる電源システム（熊本県による太陽
電池を活用した製品開発補助事業の対象
先）

（出所）各種公表資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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地域経済の現状と見通し（福岡県、熊本県、長崎県）

はじめに

サブプライムローン問題をきっかけとする米

国発の世界的な金融不安の影響は、欧米やアジ

ア諸国はもちろん、わが国にも波及してきてお

り、金融資本市場は依然として緊張感が高い状

態が続いています。

そのような中、企業が２００８年及び０９年の地域

経済の動向についてどのような認識を示してい

るのかを探るために、３県（福岡、熊本、長崎）

の企業に対して景気動向アンケートを実施しま

した。

本調査レポートでは、まず、国内経済の動向

を確認した上で、同アンケート結果を基に０８年

の３県経済を振り返るとともに、０９年の各地域

経済の見通し、及び個別企業の取り組み等につ

いてまとめています。

１．日本経済の現状と見通し

日本経済は、０２年の初めから、緩やかながら

息の長い拡大を続けてきましたが、世界経済の

変調とともに、最近は停滞色を強めています。

まず、０８年夏にかけて、エネルギー・原材料

価格の高騰を背景に交易条件が急速に悪化しま

した。日本の場合、資源の輸入依存度が高く、

輸出の多くを工業製品が占めることから、交易

条件の悪化は他の主要国に比べて際立っていま

す。このような交易条件の大幅悪化により、企

業収益や家計の実質所得が圧迫され、国内民需

に下押し圧力が強く働きました。

９月以降は、海外経済の減速により、国内経

済が低迷しています。わが国の輸出は実質ベー

スでみると、０８年春先までは高い伸びを続けて

いましたが、その後増勢が鈍化しています。輸

出先別に見ると、米国向けの輸出は、既に０６年

末頃から弱めの動きとなっていましたが、近年、

輸出産業を牽引してきた欧州、アジア向けも同

様に鈍化しています。

また、０８年の経済成長率の動きを四半期ベー

ス（前期比）でみると（図１）、１～３月期は輸出

が依然好調であったことや「閏年」による個人

消費の一時的押上げ効果などにより、高めの成

長率となりました。しかし４～６月期以降は、

その反動で個人消費が減少した他、設備投資や

輸出額の減少、輸入額の増加で外需がマイナス

に寄与したことなどにより、２四半期連続のマ

イナス成長となっています。

今後の日本経済の先行きについては、日本銀

行が発表した「展望レポート」によると、当面、

停滞色の強い状態が続くとみられています。

しかし一方で、日本のバブル崩壊時と比べ、

世界各国や企業経営者が早期に様々な対

策を実施しており、０９年後半にはそれら

の効果により回復に向かう可能性がある

との見方もあります。

地域経済調査

「景気動向アンケート」概要
調査対象：福岡県内企業９９８社

うち回答企業２２１社（回収率２２．１％）
熊本県内企業５０１社
うち回答企業１１４社（回収率２２．８％）
長崎県内企業６４０社
うち回答企業２９５社（回収率４６．１％）

調査方法：郵送による配布、
：郵送・ＦＡＸによる回収

調査時期：２００８年１０月中旬～１１月上旬

図１ 実質経済成長の推移
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横ばい�
14.9％�

緩やかに悪化�
54.5％�

急速に悪化�
30.1％�

緩やか�
に回復�
0.5％�

N＝624

やや良く�
なる�
3.1％�

変わらない�
16.1％�

やや悪くなる�
43.8％�

N＝623

 悪くなる�
37.0％�

２．３県（福岡、熊本、長崎）経済と業界別の

景気見通し

次に、福岡県、熊本県、長崎県の景気の実態

を探るために３県の企業に対し実施したアン

ケート結果をもとに、各県経済および業界の現

状と見通しを見ていきます。

�０８年の景気と０９年の景気見通し
０８年景気、８割強が『悪化』局面と判断

０８年の景気については、「緩やかに悪化」

５４．５％、「急速に悪化」３０．１％と、スピード感

に差はあるものの、８割強の企業が景気は悪化

したと認識しています（図２）。

ただし、悪化したとする割合は熊本県が最も

高く、次に福岡県、長崎県と、県によって悪化

の認識には微妙な違いがみられます。特に「急

速に悪化」の割合をみると、熊本県３８．２％、福

岡県３２．６％、長崎県２５．３％と、熊本県において

０８年の県内景気を厳しく捉えている割合が高く

なっています。

０９年も景気後退が続くと予想

０９年の景気見通しについては、０８年と比べて

「やや悪くなる」が４３．８％と最も多く、次いで

「悪くなる」が３７．０％と、景気が悪化したとす

る０８年に引き続き、０９年はさらに景気が悪化す

るという見方が強くなっています（図３）。

悪化懸念が強い熊本県、回復感が乏しい長崎県

「悪くなる」の回答割合を県別にみると、熊

本県が４７．３％と最も高く、長崎県３４．９％、福岡

県３４．４％と続いています。一方、「良くなる」

と「やや良くなる」を合わせた割合は、福岡県

５．５％、熊本県３．６％であるのに対し、長崎県は

１．７％と、０９年の県内景気が回復するという割

合が最も少なくなっています。

�０９年の景気に悪影響を及ぼす要因
０９年景気への懸念材料、４５．２％が『個人消費』

の動向と回答

次に、０９年の景気に悪影響を及ぼすと考えら

れる要因（全２２項目中上位１０項目）についてみる

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０

全産業
N＝６０９

個人消費 原油価格 原材料価格 株式相場 公共事業 米国景気 設備投資 雇用情勢 ドル相場 住宅建築
４５．２ ３６．０ ３５．５ ２８．９ ２７．４ ２７．４ １６．４ １４．４ １１．８ １０．７

製造業
N＝２１６

原材料価格 個人消費 原油価格 米国景気 株式相場 公共事業 設備投資 雇用情勢 ドル相場 中国景気
４４．４ ３８．９ ３７．０ ３２．４ ２７．３ ２３．１ １８．５ １３．４ １３．０ １０．２

非製造業
N＝３９３

個人消費 原油価格 原材料価格 公共事業 株式相場 米国景気 設備投資 雇用情勢 住宅建築 政権・政局
４８．６ ３５．４ ３０．５ ２９．８ ２９．８ ２４．７ １５．３ １５．０ １３．２ １１．５

図２ ０８年の景気（福岡県、熊本
県、長崎県合算）

図３ ０９年の景気見通し（福岡県、
熊本県、長崎県合算）

表１ ０９年の景気に悪影響を及ぼす要因 （単位：％）
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と（表１）、製造業では「原材料価格（４４．４％）」、

非製造業では「個人消費（４８．６％）」が、それぞ

れ最大の要因として挙げられています。また、

「原油価格（３６．０％）」の上昇に対する懸念も依

然として根強い他、製造業では金融不安の発端

となった「米国経済（３２．４％）」の悪化が４位と、

注目度が高くなっています。

「公共事業」の動向が景気悪化の要因の上位に

ある長崎県

５位には「公共事業」がランクしており、長

崎県で４位と上位に位置（熊本県６位、福岡県

７位）し、順位を押し上げました。建設業にお

ける公共工事への依存度が高いことなどから、

「公共事業」の動向が景気の悪化要因と結びつ

いているものと考えられます。

�業界別の景気見通し
【福岡県】

０８年業界景気、悪化が８割

０９年は製造業での景気回復に期待

０８年の所属業界の景気を業種別にみると（Ｐ

１１資料１）、製造業では、原油及び原材料の高

騰の影響が大きかったこともあり、化学・石油

製品や生コンを中心とした素材型製造業で業界

景気が「（緩やかに・急速に）悪化」とする認識

が強い傾向にあります。一方、非製造業では、

円高の影響で外国人観光客が減少しているホテ

ル・旅館業や不動産業などで、業界景気が「（緩

やかに・急速に）悪化」とする割合が高くなっ

ています。０９年の見通しについては、総じて業

界景気が「（やや）悪くなる」とする割合が高い

ものの、製造業の多くの業種で「やや良くなる」

とする企業が僅かながらあり、製造業が牽引す

る形での福岡県内景気の回復が期待されるとこ

ろです。

【熊本県】

０８年業界景気、素材型製造業で厳しい認識

一部業種で０９年の業界景気の回復を予想

０８年の所属業界の景気を業種別にみると（Ｐ

１１資料２）、製造業では、福岡県と同様、生コ

ンや金属製品を中心とした素材型製造業におい

て、業界景気が「（緩やかに・急速に）悪化」と

する認識が強くなっています。一方、非製造業

では、特に小売業において、「横ばい」もしく

は「（やや）良くなる」とする回答はなく、熊本

県の小売業界が厳しい経営環境下にあったこと

がわかります。０９年の見通しについては、「（や

や）悪くなる」が７７．３％と、当面厳しい状態が

続くと予想されますが、化学・石油製品や一般

機械などでは「（やや）良くなる」とする割合が

増加していることから、一部業種では僅かなが

ら回復への光が感じられる結果となっています。

【長崎県】

０８年業界景気、輸送用機械で回復基調

０９年は総じて減速傾向ながら、業種・企業間で

格差

０８年の所属業界の景気を業種別にみると（Ｐ

１１資料３）、製造業では、海運市況の活況によ

り高操業が続いていた造船業を中心とする輸送

用機械で「緩やかに回復（２７．３％）」とする割合

が最も高くなっていました。非製造業では、建

設業で「（緩やかに・急速に）悪化」とする回答

が８７．５％と最も多く、厳しい環境下にあったこ

とがわかります。０９年の見通しについては、全

産業で、「やや良くなる」が３．１％（０８年比１．４Ｐ

増）となる一方、「（やや）悪くなる」の割合も

７３．９％（同３．２Ｐ増）となっていることから、各

業界の景気が総じて減速傾向の中でも、業種や

企業間でその認識には格差がみられるという結

果となりました。

地域経済調査
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３．３県経済への影響度が高い項目の動向

これまでみたように、３県の企業はともに景

気の先行きについて厳しい見方を示しており、

地域経済に悪影響を与える懸念材料として「個

人消費」「原油価格」「米国経済」「公共事業」

の動向が特に注目されていました。そこで、こ

れらの今後の動向について業界関係者等に対し

ヒアリングを行いました。

�個人消費
所得情勢の悪化等により厳しさ続く中、業種に

よっては明るさ

従前から、個人消費は力強さに欠けた状態が

続いており、少子高齢化という構造要因などか

ら今後においても消費全体が大幅に増加すると

は考えにくい状態にあります。さらに、輸出へ

の依存度が高い製造業を中心に雇用調整が行わ

れ、所得環境は厳しさを増しており、個人消費

は引き続き厳しいものになると予想されていま

す。しかし、元来景気の影響を受けにくい食料

品関係については、安心・安全に対するニーズ

の高まりなどから、国内製品の需要は比較的堅

調に推移するものと考えられています。した

がって、フードアイランドと呼ばれるほど厚み

がある九州の農業、食料品製造業の活性化が期

待できます。

�原油価格
当面は小康状態が続く。景気の方向性（底入れ）

次第では再上昇の可能性も

原油価格は、当面小康状態が続くと見られて

います。しかし、現在の価格が先安感や先行き

不透明感などにより、実勢以上に抑制されてい

る可能性があるため、景気の下げ止まり観測が

出てくると、新興国を中心とした需要回復状況

によっては、原油相場は再び上昇する可能性が

あります。また、ＯＰＥＣの協調減産が強化さ

れたことに加え、中東情勢次第では供給減によ

る需給逼迫の懸念もあります。

�米国経済
力強さに欠ける状況続くものの、新政権による

景気対策の効果により持ち直しの可能性

０９年の米国経済は、個人消費・企業活動の低

迷から力強さに欠ける状況が続くと見られてい

ますが、「大きな政府」を標榜する民主党が大

統領と上院・下院ともに主導権を握ることによ

り、大胆な景気刺激策を実施することが確実視

されており、こうした諸施策により、０９年後半

には緩やかな回復基調に転じる可能性があると

思われます。

�公共事業
総じて減少基調ながら、九州新幹線長崎ルート

の着工等、一部で大型工事も

０９年度の予算政府案における公共事業関係費

については、道路特定財源の一般財源化に伴う

特殊要因を除くと０８年度当初予算比５．２％の減

の６兆３，８７６億円となっています。九州地域の

公共投資も全国同様、減少傾向であるという動

きに変わりありませんが、九州新幹線の工事や

道路工事なども予定されており、前年比僅かな

マイナスに止まるものと考えられています。ま

た、先行きについては、学校法人などにおける

建て替え需要や耐震補強工事の需要増加なども

期待されています。

このように、企業が懸念視している「個人消

費」「原油価格」「米国経済」「公共事業」など

の動向は、今後も予断を許さない状態にあると

考えられます。しかしながら、世界の主要国が

連携して様々な経済政策がとられる中、現在の

状況以上に大きく環境が悪化する可能性は小さ

いのではないかと思われます。したがって、過

度に悲観的になることなく、経営改善努力を継

続することが重要であると考えます。
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４．個別企業の取り組み状況

世界経済悪化の影響は地域経済にも波及して

きており、民間企業は厳しい経済環境下での経

営が求められていますが、そうした中でも、顧

客ニーズを捉えビジネスチャンスを見出してい

る企業もあります。

�卸売業：A社
環境、LED、電気自動車等の面で需要あり。中

国を中心とした外需も好調

Ａ社は、建設機械や産業機械を中心に取り扱

う卸売業者です。金融危機の深刻化による世界

景気の落ち込みにより、国内の機械受注額は

１９８７年７月（７，３４４億円）以来、２１年４カ月ぶり

の低水準となるなど、厳しい状況にあります。

しかしＡ社では、過去の不況時における受注減

少の影響を教訓に、大型設備に捉われず消耗部

品等の取り扱いシェアを増やしていたことで、

マイナス影響は比較的低減されているとのこと

でした。また、自動車産業を中心に企業の大型

設備投資意欲が冷え込んでいる中でも、研究開

発投資についてはまだ需要はある他、環境、Ｌ

ＥＤ、電気自動車等の分野では、今後の需要増

加が見込めると話されます。さらに、中国では

国策として農業振興に力を入れているため、農

業機械の受注は好調が続いている他、震災の復

旧工事のための工作機械の受注も多いとのこと

です。

�小売業：Ｂ社
豊富な品揃えでニーズを捉える。ターゲットの

絞込みも奏功

Ｂ社は、アクセサリーや小物・雑貨等を取り

扱う小売業者です。Ｂ社の所在地には大型小売

店が多数あり、他者との競争が激しい激戦地で

す。そうした中、Ｂ社では地域一番店と自負す

る品揃えや、メインターゲットの絞込みで、安

定的な売上を確保されています。具体的には、

ビジネスマン等の外食（昼食時）の減少に合わせ

て水筒や弁当箱などの品揃えを拡充、一人暮ら

しの人が増えている中で、いわゆる「癒し系の

小物」を取り揃える等、様々な変化に伴って需

要が増加するであろう商品をいち早く捉え、豊

富な品揃えで対応しているとのことでした。ま

た、日常的に同地区を訪れる２０代女性をメイン

ターゲットとし、かつ同世代の従業員（店員）を

確保することで、顧客ニーズを敏感に察知し対

応できていることも同社の強みであると話され

ていました。

�電子部品製造業：Ｃ社
常に１０年先を見据えた技術革新を図り、確固た

る経営基盤を確立

Ｃ社は、半導体や自動車向けの精密加工部品

を製造している電子部品製造業者です。Ｃ社に

は、時代の流れの中で、絶えず新しい技術の必

要性に迫られ、その都度、創意工夫を繰り返し

て現在の高精度工作機械を作りあげてきた歴史

があります。そのため、基幹技術である精密加

工技術を基に、時代にあった製品作りを追求し、

常に５年～１０年先の技術革新を考慮しながら超

精密金型への挑戦を続けてきました。結果とし

て、これまで培ってきた高度技術が、『低コス

ト』、『環境対応』、『安全性』等を求める時代の

流れ、そして顧客のニーズともマッチし、昨今

の厳しい経営環境下においても安定的な売上を

確保し、確固たる経営基盤を築いています。

このように、国内及び九州経済の先行きに不

透明感が漂う中、知恵と活力をもって、状況打

破に向けた取り組みを進めている民間企業もあ

ります。ふくおかフィナンシャルグループは、

企業ニーズにお応えする情報提供やアドバイス

機能を発揮し、そうした民間企業の動きが広が

りやすい環境をサポートしてまいります。

（横尾 直樹）

地域経済調査
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福岡県
２００８年の所属業界の景気について ２００９年の所属業界の景気見通し

N値 急速に
回復

緩やか
に回復 横ばい 緩やか

に悪化
急速に
悪化 N値 良くなる やや良く

なる 変わらない やや悪く
なる 悪くなる

全産業 ２１７ － １．４ １６．６ ５１．６ ３０．４ ２１７ － ５．１ １８．９ ４６．５ ２９．５
製造業 ９４ － ２．１ １４．９ ５８．５ ２４．５ ９４ － ８．５ ２０．２ ４８．９ ２２．３
食料品 １７ － － １７．６ ７０．６ １１．８ １７ － ５．９ ２９．４ ５８．８ ５．９
化学・石油製品 ６ － － － ６６．７ ３３．３ ６ － － １６．７ ５０．０ ３３．３
生コン １２ － － － ４１．７ ５８．３ １２ － ８．３ １６．７ ３３．３ ４１．７
鋼鉄・非鉄 １４ － １４．３ １４．３ ５０．０ ２１．４ １４ － ７．１ １４．３ ６４．３ １４．３
金属製品 １５ － － ２６．７ ４６．７ ２６．７ １５ － ６．７ ２０．０ ４６．７ ２６．７
一般機械 １３ － － ３０．８ ５３．８ １５．４ １３ － ７．７ １５．４ ４６．２ ３０．８
電子部品・電気機械 １２ － － ８．３ ７５．０ １６．７ １２ － ２５．０ ８．３ ５０．０ １６．７
輸送用機械 ５ － － － ８０．０ ２０．０ ５ － － ６０．０ ２０．０ ２０．０
非製造業 １２３ － ０．８ １７．９ ４６．３ ３５．０ １２３ － ２．４ １７．９ ４４．７ ３５．０
建設業 ４０ － － １２．５ ４０．０ ４７．５ ４０ － ２．５ １０．０ ３７．５ ５０．０
卸売業 ２０ － ５．０ １５．０ ５５．０ ２５．０ ２０ － － １０．０ ６５．０ ２５．０
小売業 ２１ － － ２８．６ ５７．１ １４．３ ２１ － ４．８ ３３．３ ３８．１ ２３．８
不動産業 ９ － － － ６６．７ ３３．３ ９ － － １１．１ ６６．７ ２２．２
運輸・倉庫業 １２ － － ４１．７ ２５．０ ３３．３ １２ － － ３３．３ ３３．３ ３３．３
ホテル・旅館業 １０ － － １０．０ ４０．０ ５０．０ １０ － － ２０．０ ４０．０ ４０．０
サービス業 １１ － － １８．２ ４５．５ ３６．４ １１ － ９．１ １８．２ ４５．５ ２７．３

熊本県
２００８年の所属業界の景気について ２００９年の所属業界の景気見通し

N値 急速に
回復

緩やか
に回復 横ばい 緩やか

に悪化
急速に
悪化 N値 良くなる やや良く

なる 変わらない やや悪く
なる 悪くなる

全産業 １０９ － ０．９ １３．８ ４６．８ ３８．５ １１０ ０．９ ４．５ １７．３ ３７．３ ４０．０
製造業 ４３ － － １６．３ ３４．９ ４８．８ ４３ ２．３ ７．０ １６．３ ３４．９ ３９．５
食料品 ８ － － １２．５ ５０．０ ３７．５ ８ － － － ６２．５ ３７．５
化学・石油製品 ６ － － ５０．０ １６．７ ３３．３ ６ １６．７ － ５０．０ － ３３．３
生コン ５ － － － ４０．０ ６０．０ ５ － － － ４０．０ ６０．０
金属製品 ５ － － － ４０．０ ６０．０ ５ － － ２０．０ ６０．０ ２０．０
一般機械 １２ － － ８．３ ３３．３ ５８．３ １２ － ２５．０ ８．３ ２５．０ ４１．７
電子部品・電気機械 １ － － － － １００．０ １ － － － － １００．０
輸送用機械 ６ － － ３３．３ ３３．３ ３３．３ ６ － － ３３．３ ３３．３ ３３．３
非製造業 ６６ － １．５ １２．１ ５４．５ ３１．８ ６７ － ３．０ １７．９ ３８．８ ４０．３
建設業 １９ － － ５．３ ４２．１ ５２．６ １９ － － １０．５ ３１．６ ５７．９
卸売業 ８ － － ２５．０ ６２．５ １２．５ ８ － － ３７．５ ５０．０ １２．５
小売業 ９ － － － ５５．６ ４４．４ ９ － － ２２．２ ２２．２ ５５．６
不動産業 ９ － １１．１ ２２．２ ４４．４ ２２．２ ９ － １１．１ １１．１ ３３．３ ４４．４
運輸・倉庫業 ８ － － １２．５ ７５．０ １２．５ ９ － － ３３．３ ５５．６ １１．１
ホテル・旅館業 ５ － － ２０．０ ４０．０ ４０．０ ５ － － ２０．０ ２０．０ ６０．０
サービス業 ８ － － １２．５ ７５．０ １２．５ ８ － １２．５ － ６２．５ ２５．０

長崎県
２００８年の所属業界の景気について ２００９年の所属業界の景気見通し

N値 急速に
回復

緩やか
に回復 横ばい 緩やか

に悪化
急速に
悪化 N値 良くなる やや良く

なる 変わらない やや悪く
なる 悪くなる

全産業 ２９７ － １．７ ２７．６ ４６．５ ２４．２ ２９５ － ３．１ ２３．１ ４１．０ ３２．９
製造業 ８７ － ４．６ ３６．８ ３６．８ ２１．８ ８７ ６．９ ２７．６ ３６．８ ２８．７
食料品 １６ － ６．３ ４３．８ ３１．３ １８．８ １６ － １２．５ ２５．０ ４３．８ １８．８
繊維製品 ４ － － － １００．０ － ４ － － － １００．０ －
窯業 ４ － － － ２５．０ ７５．０ ４ － － － ２５．０ ７５．０
土石 １５ － － ４０．０ ３３．３ ２６．７ １５ － １３．３ ２６．７ ２６．７ ３３．３
鉄鋼・非鉄 ５ － － ６０．０ ４０．０ － ５ － － ４０．０ ４０．０ ２０．０
金属製品 １１ － － ５４．５ ３６．４ ９．１ １１ － － ２７．３ ５４．５ １８．２
一般機械 ８ － － ２５．０ ５０．０ ２５．０ ８ － － １２．５ ２５．０ ６２．５
電気機械 ３ － － ６６．７ － ３３．３ ３ － － １００．０ － －
輸送用機械 １１ － ２７．３ ３６．４ ２７．３ ９．１ １１ － ９．１ ４５．５ ２７．３ １８．２
その他製造業 １０ － － ２０．０ ４０．０ ４０．０ １０ － １０．０ ２０．０ ３０．０ ４０．０
非製造業 ２１０ － ０．５ ２３．８ ５０．５ ２５．２ ２０８ １．４ ２１．２ ４２．８ ３４．６
漁業 ７ － － ５７．１ ２８．６ １４．３ ７ － － ４２．９ １４．３ ４２．９
建設業 ４０ － － １２．５ ５２．５ ３５．０ ３９ － ５．１ １５．４ ３３．３ ４６．２
卸売業 ５０ － ２．０ ２２．０ ５４．０ ２２．０ ５０ － － １６．０ ５４．０ ３０．０
小売業 ３８ － － １８．４ ４７．４ ３４．２ ３７ － － １６．２ ４８．６ ３５．１
運輸・倉庫業 ２２ － － ２２．７ ４５．５ ３１．８ ２２ － － ２７．３ ４５．５ ２７．３
不動産業 ９ － － ３３．３ ５５．６ １１．１ ９ － － ２２．２ ３３．３ ４４．４
ホテル・旅館業 １５ － － ２６．７ ６０．０ １３．３ １５ － ６．７ ３３．３ ２６．７ ３３．３
サービス業 ２８ － － ３５．７ ５０．０ １４．３ ２８ － － ２５．０ ４６．４ ２８．６
その他 １ － － １００．０ － － １ － － １００．０ － －

資料１ 福岡県内企業の業界別景気及び景気見通し （単位：％）

資料２ 熊本県内企業の業界別景気及び景気見通し （単位：％）

資料３ 長崎県内企業の業界別景気及び景気見通し （単位：％）
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サンカクヤ様は、昨年創業５０
年を迎えられました。これもひ
とえに高田社長が、ご自身の情
熱と幅広い視野で、常に時代の
流れを�んだ経営を実践されて
きた結果だと思います。また、
顧客第一主義を重んじる精神は
広く社内に浸透しており、私ど
もも大変参考になります。

h e a r i n g . 0 1

私の「経営理念」

私の経営理念は、「継続・創造・

発展」です。弊社は毛糸、コットン、

手芸用品などのクラフト用品を取り

扱う専門店を１７店舗展開していま

す。経営理念を具現化する第一歩は

「継続」、つまりお客様のニーズに

応え続けるということです。

例えば、多様化する品揃えニーズ

やお車でご来店のお客様のニーズに

お応えするために、近年は大型ロー

ドサイド店舗の展開に力を入れてい

ます。また流行の発信地である東京

でいち早く情報を捉え、品揃えに活

かすようにしています。

また、「儲かったからと言って有

頂天になるな、損したからと言って

悲観するな、見極めは早く、いかん

と気づいたら早く処置する。」とい

う創業者の言葉を羅針盤として経営

にあたってきました。

このようにお客様のニーズを真摯

に受け止め、堅実かつ迅速に経営判

断を行ってきた結果、昨年創業５０

周年を迎えることができました。こ

れを新世紀と位置づけ、手づくりを

通じて皆様に喜んでいただけるよう

な新しい文化の創造をしていきたい

と考えています。これからも地域の

方々に手芸の楽しさを伝え、広げて

まいります。

当社の「セールスポイント」

当社のセールスポイントは現場力

に裏付けられた「教販一体」体制で

す。私どもが取り扱う商品は、「道

具」や「材料」であるため、使い方

が分からなければ意味をなさず、販

売する側に十分な商品知識があって

初めて価値が生まれます。

当社では店舗スタッフの研修を充

実させるだけでなく、商品の一括仕

入れ（海外も含む）を行う際には、各

売り場の担当者を集めた話し合いに

より決定するようにしています。そ

うすることで、現場の一人一人が商

品に対する愛着と責任感を持って、

本当にいいと思うものをお客様にお

勧めできるようになります。さらに、

私どもの店舗では様々なスクールを

実施しており大変ご好評頂いており

ます。

またパート社員の活躍も当社の強

みです。東京へ出張して買い付けを

行う仕事も、当然のようにパート社

員がこなしますし、必ず成果を持ち

帰ってきます。パートから正社員や

取締役になった社員もおり、大変期

待しております。

これからもお客様と従業員を大切

にし、商品とともに手作りの温かさ

や伝えるという、大きな夢のある仕

事を続けていきたいと思います。

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 トライ・アム サンカクヤ
所 在 地／福岡市西区内浜１丁目１５番４３号
事業内容／毛糸、手芸用品、コットン、ホームソー

イング、ホビー材料の小売専門店
設 立／１９５９年６月
資 本 金／２，０００万円

従業員数／１７９名（内パート１０２名）
年 商／２１億円
Ｔ Ｅ Ｌ／０９２‐８８４‐２８１６
Ｆ Ａ Ｘ／０９２‐８８４‐２８２０
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.sankakuya.org

代表取締役社長

高田 文雄氏

株式会社 トライ・アム サンカクヤ

推薦者コメント

福岡銀行 西新町支店
馬場支店長コメント
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当社は、守田社長をはじめ、
役職員の皆さんが明るく、活力
のある企業です。
また、年に一度の経営方針発
表会などにより、社長の経営方
針が全社員に浸透しており、組
織のバランス感覚は抜群です。
今後、更なる発展を確信して
おります。

私の「経営理念」

私の経営理念は、ビジネスを通じ
て社員の幸福を実現すると共に、日
本の伝統・文化を次代へと引き継い
でいくことです。
人には人生の節目となる２大行事

（結婚式と葬式）があり、両方に関わ
る当社の事業において最も大切な事
は、真心のこもったサービスを提供
することです。そして、お客様に「真
心」をもって接するには、社員の心
が豊かで、ゆとりがなくてはなりま
せん。
そのため、社員の適正な評価に基
づく処遇面の対応や家族を招待した
新年会の開催等、社員の仕事に対す

るやりがいの醸成と物心両面の充実
を図るよう常々心がけています。
さらに、企業として利益に余裕が
ある時には赤十字社を通じた海外支
援を行っている他、学校での講演活
動など、各種奉仕事業にも積極的に
取り組んでいます。
こうして培った真心溢れるサービ
スを通じて、日本の良き伝統であり
文化である「冠婚・葬祭のセレモ
ニー」を、次代へ継承していきたい
と考えています。
今後も、弊社の社是である「人生
の感動を真心でおくる出雲グルー
プ」に向かって、役員・従業員一同、
日々精進していく所存です。

当社の「セールスポイント」

冠婚葬祭のビジネスは、いかなる
時代がこようとも、日本人の文化が
続く限り永遠に存在しますが、その
形態や形式は常に変化しております。
特に、結婚式に関しては、「私達
らしさ」といった個性が重視される
時代であり、新郎新婦のオリジナリ
ティを重視した式を演出できる事が
当社の特徴であるといえます。因み
に、昨今結婚式の定番となりつつあ
る『ウェディングベア（新婦の誕生
時の体重と身長を模したぬいぐる
み）』は、当社が考案したものです。
一方、葬儀に関しては、個人葬、
家族葬の需要が高まる中、インター

ネットを利用した事前見積り等が広
く行われるようになっており、ホー
ムページの充実など、現在さらなる
システムの構築に力を入れていると
ころです。
このように、お客様のご要望やご
予算等、多様なニーズに対応できる
商品サービスをご用意していますが、
その根底で『サービス内容を問わず、
お客様と想いを等しくし、真心サー
ビスの提供を徹底している』ことが
当社の最大の強みであると考えてい
ます。
これからも、「ライフセレモニー
のナビゲーター」としてお客様のお
役に立てることを私どもの喜びとし
ながら、事業に邁進してまいります。

h e a r i n g . 0 2

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社出雲総業
所 在 地／熊本県八代市松江町２９０‐１
事業内容／�冠婚葬祭業（結婚式場３カ店、葬祭場

４カ店）
�前払特定取引業（互）第８０４２号（許可番号）

設 立／１９７２年５月（創業１９５１年６月）

資 本 金／２，０００万円
従業員数／正社員１４０名、パート社員４３名
年 商／２０億円（２００７年８月期）
Ｔ Ｅ Ｌ／０９６５‐３３‐０５５１
Ｆ Ａ Ｘ／０９６５‐３５‐５５４９
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.moritasougisya.jp/

代表取締役

守田 憲行氏

株式会社 出雲総業

推薦者コメント

熊本ファミリー銀行八代支店
木多支店長コメント
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会社にとって、今年は創立５０
周年という大きな節目の年。
塚本社長の誠実さ、常に先を
読む前向きな発想と、堅実でぶ
れない経営方針。
知恵と工夫と努力が不可欠な
この時代も、製缶陸運様は顧客
の信頼を一層確実なものとし、
営業基盤を更に充実させて発展
されることでしょう。

h e a r i n g . 0 3

私の「経営理念」

私は「お客様第一主義」を経営理
念とし、物流事業を通じて地域社会
の発展に貢献していくことを目指し
ています。私どもの使命は、お客様
のあらゆるニーズにお応えし、貨物
輸送を通じて確かな「安心」と「信
頼」をご提供することだと考えてい
ます。
特に、お客様と直に接する機会が
多いセールスドライバーについては、
明るく気持ちの良い対応とともに、
個々のご要望を積極的にお伺いし適
切な提案ができるように指導・教育
を行っています。
安全運転の啓発に関しては、２カ

月毎に共通の安全標語をドライバー
同士で２項目決定し、トラック車内
への掲示と朝礼での読み上げを励行
しています。
また、環境問題にも積極的に取り
組んでおり、ドライブレコーダーと
デジタルタコグラフを全車両に装着
し、ＣＯ２排出削減に効果のあるエ
コドライブと安全輸送の徹底に努め
ています。
創業以来、「安全」「確実」「迅速」
「丁寧」を社是として事業に取り組
み、お蔭様で今年創立５０周年を迎
えます。これからも、常に「お客様
第一主義」を実践し、快適で活力あ
る地域創造と明るく豊かな社会づく
りに貢献してまいります。

当社の「セールスポイント」

社名にありますように、設立時、

当社は製缶会社の製品輸送を専業と

していました。現在では、輸送に関

するあらゆる種類の車両を取り揃え、

長崎県内で生産される農・水産物な

ど地元の一次産品をはじめ、鋼材、

工業製品、大型プラント品など、特

殊品を含め幅広い種類の貨物の輸送

に対応しています。

例えば大型プラント品の取り扱い

では、貨物輸送に加えて専門スタッ

フを現地に派遣し、組立・据付けま

で行っています。

当社の大きな強みの一つは、設立

当初より長距離輸送を事業基盤とし

ており、横浜、大阪、広島、福岡と

いった主要都市に早い時期から営業

拠点を築いてきたことです。単に貨

物を運ぶだけでなく、これらの営業

拠点が有しているネットワーク網を

介して、お客様同士のニーズを繋ぐ

ことができます。

現在、オンラインで結ばれた各店

の情報管理の徹底にも取り組んでい

ます。また、一部施設で提供してい

る保管・管理・配送サービスを、将

来的にはオンライン網を活用し、組

立・据付けにまで広げた全社的な

トータル配送サービスとして、お客

様に提供したいと考えています。

代表取締役社長

塚本 敏氏

製缶陸運 株式会社

推薦者コメント

親和銀行 東長崎支店
天羽支店長コメント

事｜業｜概｜要

会 社 名／製缶陸運 株式会社
所 在 地／長崎県長崎市矢上町４８番１号
事業内容／貨物自動車運送事業、貨物取扱事業、利用

運送事業、倉庫事業、自動車整備事業、損害
保険代理業、不動産管理業、不動産仲介業

保有車両／１９６両 設 立／１９５９年７月

資 本 金／１，１００万円 従業員数／２４０名
年 商／３７億円
Ｔ Ｅ Ｌ／０９５‐８３９‐３２１１
Ｆ Ａ Ｘ／０９５‐８３９‐８５２０
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.seikan.co.jp
＊保有車両、従業員数、年商はグループ会社合計
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―大学発 シーズ紹介―
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　直接機能させる�
　システム�
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従来技術� 先生の技術�
10μm

フッ素系樹脂粒子� タルク粒子�
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ー
ず�

し
ー
ず�

マイクロカプセルを使って
化粧品・医薬品・食品を高機能化！

福岡大学 工学部 化学システム工学科 三島健司 准教授
化粧品・健康食品・医薬品・工業用材料に使えるマイクロカプセルという数マ
イクロメートル（１μｍ＝１／１，０００，０００�、髪の毛の約１／１００）程度の高分子
カプセルを作り出す装置を開発しています。作る時に、石油から取れたもので
ははく、水や二酸化炭素などを使う装置ですから環境にも優しく、従来法には
ない特殊な機能を発揮できます。

先生の自己紹介をお願いします！

先生 福岡大学で化学関連の装置を作る研究をし
ています。特許や実用化研究を数多く手が
けてきました。

どんな研究ですか？

先生 若造ですが、国から数億円規模の大型プロ
ジェクトをいくつもまかされて、実用化に
成功しました。例えば、胃の中の酸の強さ
に応じてカプセルの中の薬を放出するド
ラッグデリバリーシステム（ＤＤＳ）と呼ば
れる下図のような粒子を開発しました。

お薬以外には応用できないの？

先生 応用分野は多くあります。例えば、花王に
ソフィーナという化粧品がありますが、こ
この研究者が商品開発のために私の研究室
に来られました。３年間の受託研究の結果、
このカプセルを使った新商品の開発に成功
しました。ナノサイズのカプセルでできた
フッ素系樹脂粒子が均一に分散することで、
きれいな肌（表面）を作ります。（右上図）

研究のお相手は、国や大企業だけ？

先生 地場の中小企業の方とも多くの研究を実用
化しています。昨年は、４つの公募型のプ
ロジェクトに地場企業の方と応募して、全
て採択され、数百万円ずつの研究助成金を
公的機関からいただきました。その中には、
福岡県内企業、福岡県工業技術センター（繊
維研）と我々で、絹織物の廃棄物を原料に、
「絹の化粧品」を開発したものもあります。
また、「大豆を用いた健康食品」の開発、
二酸化炭素を利用した「再生医療用の組織
増殖剤」製造、「トルエンなどの有害有機
溶剤を使用しない塗装・めっき技術」（福岡
市内企業との共同研究）なども行いました。

技術相談だけでもいいですか？

先生 昨年も、簡単な技術相談で、何社かの企業
の方が来られています。私で、お力になれ
ることであれば、いつでもご相談下さい。

■特許番号 第３４６９２２３号（コーティング）

■特許番号 第４０９７５２３号（遺伝子）

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第１回）
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２００９年度税制改正 ～中小企業関係税制を中心に～

０８年１２月に自民・公明両党が０９年度税制改正

大綱を決定し、０９年通常国会にて審議されてい

ます。０９年度税制改正の概要について、中小企

業にかかわりが大きい部分を中心に野田税務会

計事務所の野田武史所長に伺いました。

Q：０９年度税制改正の特徴について教えてくだ
さい。

A：大きな増税項目はなく、「３年間のうちに
景気回復を最優先で実現する」ことに重点を

置いた減税項目が並んでいるということが特

徴です。

Q：中小企業者に関係の深いに税制改正はどの
ようなものがありますか。

A：中小企業に関係の深い改正は主に以下の３
つです。

� 法人税の税率軽減

中小企業等の軽減税率を現行の２２％から１８％

に２年間の時限的に引き下げる

� 繰戻還付制度の復活

現在適用が停止されている欠損金の繰戻還付

制度を復活させる

� 事業承継の円滑化

中小企業の経営承継を円滑化するため新たな

事業承継税制を導入し、贈与税の納税猶予制

度をあわせて創設する

Q：上記�の繰戻還付制度について詳しく教え
てください。

A：欠損金の繰戻還付とは、欠損金（赤字）が生
じたときにその欠損金を前事業年度に繰り戻

して、既に納付済みの法人税を還付してもら

える制度です。繰戻還付が認められれば資金

が手元に戻ってくるため、資金繰りを助ける

という意味で効果は大きいですが、前期に利

益が出て多額の納税を行っていることが前提

ですので、対象となる中小企業がどれだけあ

るかという意味で、効果はかなり限定的なも

のとなるでしょう。

Q：上記�の事業承継の円滑化について詳しく
教えてください。

A：事業承継の円滑化については以前から導入
が議論されていましたが、事業承継にかかる

相続税の納税猶予制度が今回の税制改正に盛

り込まれ、改正の目玉となっています。また、

株式等の生前贈与による事業承継を促進する

観点から、贈与税の納税猶予制度もあわせて

創設することとなり、その効果が期待されま

す。

Q：相続税の納税猶予について詳しく教えてく
ださい。

A：非上場の中小企業者が事業承継を行う場合、
換金性の乏しい非上場株式に課税されると事

業承継後の資金負担が重く円滑な事業承継を

阻害しているといわれてきました。今回の改

正では親族に非上場株式を相続する場合、経

営承継相続人の納付すべき相続税額のうち、

相続などにより取得した議決権株式総数の３

分の２までの部分について課税価格の８０％に

対応する相続税の納税を猶予されることにな

ります。なお、この制度は０８年１０月１日以後

の相続から遡及適用されます。

Q：納税猶予とはどのような制度ですか。
A：納税猶予とは一定の条件を満たした場合、
発生した税金の納税が猶予される制度です。

事業承継にかかる納税猶予は、事業承継相続

人が代表者となり雇用の８割以上を維持して

５年間の事業継続を行う必要があります。そ

税理士法人
野田税務会計事務所

野田 武史所長
税理士、医業経営コンサルタント。
著書『医業経営ハンドブック』ぎょ
うせい刊（共著）

経営情報
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死亡�

贈与税の納税猶予�

大臣認定�

贈与税の課税� 贈与税の猶予�
税額の免除�

相続税�
の課税�

大臣確認�

＋�

相続税の納税猶予�

経
営
者�

後
継
者�

一
括
贈
与�

図表１ 事業承継税制のイメージ図

（出所）中小企業庁資料などより作成

の他細かな要件も多くありますので顧問税理

士に相談する必要があります。

Q：贈与税の納税猶予について教えてください。
A：今回の税制改正で、経営者の親族である後
継者が、自社株式の贈与を一括で受けた場合

も納税猶予の適用が受けられるようになりま

す。適用を受ける範囲は贈与前から後継者が

既に保有していた議決権株式等を含め発行済

完全議決権株式総数の３分の２に達するまで

の部分です。なお、この制度は０９年４月１日

以降の贈与から適用されます。

図表１を使って、少し詳しく仕組みを説明

してみます。まず、経営者から後継者に株式

等を一括贈与した際に、贈与税が課せられま

すが、その際に大臣の認定を受けることによ

りその贈与税の納税猶予の適用を受けること

ができます。その後、元経営者が死亡した際、

猶予されていた贈与税は免除され代わりに相

続税が課税されます。その時点で大臣の確認

を受けて相続税の納税猶予を受けることがで

きます。

このように、生前贈与から相続まで一連の

流れで納税猶予を受けることができるため、

計画的な事業承継の円滑化に効果を発揮する

と期待しています。ただし、これも細かい要

件が多くありますので税理士によく相談する

ことが必要です。

Q：その他の主な改正項目について教えてくだ
さい。

A：その他の主な改正項目を図表２にまとめて
います。住宅関連については、住宅ローン減

税について、最大控除可能額が過去最高水準

まで引き上げられるなど住宅取得を後押しす

る税制改正となっています。また、中低所得

者層の実効的な負担軽減を図る観点から、所

得税から控除しきれない額は個人住民税から

も控除できる制度が導入されます。あわせて、

長期優良住宅の取得については選択適用とし

て新たな減税措置が導入されます。

図表２ ２００９年度税制改正のポイント
【住まい】
� 住宅ローン減税
� 住宅の投資型減税を創設
� 住宅譲渡益を一部非課税に

【企業】
� エネ投資の早期償却
� 海外からの利益還流

【投資】
� 証券優遇税制を延長
� 投資家のすそ野拡大

【クルマ・道路】
� 車購入を支援
	 道路特定財源を一般財源化

（出所）２００９年度税制改正大綱より作成

Q：通常国会の先行きによっては１２月に決定さ
れた０９年度税制改正大綱に基づいた施行がな

されない可能性もありますか。

A：今国会は非常に混乱しており、予算可決前
の解散ということもありえますのでその時は

税制改正案が仕切りなおしになる事態も考え

られます。

（城 真由美）

ＦＦＧでは事業承継専門チームが、お客様の
事業承継を応援します！

【ＦＦＧの提供サービス】
� 自社株評価
� 事業承継プランのご提案
� 専門家紹介税務対策のご提案
� 後継者へのファイナンス支援
� 資産運用支援

【専門チーム】
福岡銀行 ソリューション営業部
Ｍ＆Ａ・事業承継グループ

※福岡銀行、熊本ファミリー銀行、親和銀行
の各お取引店にご相談ください。
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大連の化粧品事情
REPORT ～メイド・イン・ジャパンの参入可能性～

96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07

1,200

1,000

800

600

400

200

0

（億元）�

（出所）中国国家統計局ホームページ

表１ 中国化粧品市場売上推移

大連の中心地にある大商集団本社

表２ 大商集団の化粧品部門売上高推移

売上高 日本円換算

２００５年 ６．６５億元 ９３億円

０６年 ８．５９億元 １２０億円

０７年 ８．８２億元 １２３億円

０８年（見込み） １１．０５億元 １５５億円
（出所）大商集団資料よりＦＦＧ作成
※１元＝１４円にて換算

はじめに

世界経済が急速に減速するなかで、中国は引

き続き高い経済成長が見込まれています。上海、

北京、大連など中国沿岸部の大都市を中心に所

得水準の向上とともに、経済的にゆとりをもつ

中国人が増えています。特に女性の間では

ファッションや美容など、おしゃれや美への関

心が急速に高まっています。

中国の化粧品市場はすでに世界第８位、アジ

アでは日本に次ぐ第２位の規模となっています。

市場規模は毎年１５％以上伸びており（表１）、あ

る研究レポートでは、２０１０年に中国の化粧品市

場は約２０億米ドル（約２兆円）まで拡大し、日本

と並ぶ市場規模になると予測されています。

すでにＰ＆Ｇ、ロレアル、資生堂など世界の

主要な化粧品メーカーが中国に進出し、中国

ローカル企業を交えて激しい競争を繰り広げて

います。

今回は、大連から見た中国の化粧品事情と日

本製品の参入可能性についてレポートいたしま

す。

１．大連にある大手百貨店の化粧品販売状況

中国東北地区に位置する大連には、化粧品売

上高で全国第１位を誇る企業グループ「大商集

団股�有限公司」（以下、大商集団）の本社があ

ります。大商集団は中国５０都市に約１５０店舗の

百貨店やスーパーを展開し、売上規模は約６００

億元（日本円換算：約８，４００億円、０８年見込み）

に達します。

化粧品部門の売上高を大きく伸ばした大商集

団の成功要因は、大連など中国東北地区の冬場

は極端に乾燥するため、スキンケアに対する女

性の意識が他の地域に比べて高く、消費者の幅

広いニーズに対応する品揃えを行ったことにあ

ります。
マ イ カ ル

大商集団は傘下の百貨店「ＭＹＫＡＬ」大連

本店に、２９の世界ブランドの化粧品を扱ってお

り、地元では東北最大級の化粧品売り場として

知られています。

海外リポート
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大連市内百貨店の化粧品売場

２．メイド・イン・ジャパンの人気

化粧品は直接肌に付けるものであるため、高

い安全性と品質が求められます。中国において

も日本の化粧品は「メイド・イン・ジャパン＝

安全で高品質」というイメージが定着しており、

資生堂、カネボウ等の日系メーカーの人気は非

常に高いです。また、中国での美容や化粧品関

連の展示会では、大勢の人が日本ブランドにつ

めかけ、人が途絶えることがないほどです。さ

らに、現地の市場調査でも、「品質がよければ、

値段が高い日本製でも購入する」との意見が多

く聞かれます。

ここで、中国で最も人気のある日本の化粧品

メーカー「資生堂」について少しご紹介します。

資生堂の中国事業は１９８１年の中国国営デパート

などでの輸入品販売を手始めに、販売チャネル

の拡大や現地生産などで中国事業を拡大してき

ました。９４年には現地生産の中国専用ブランド

「オプレ」を発売し（０８年４月に全面リニュー

アル）、中国市場でのシェアを拡大させていま

す。資生堂は０８年からの３年間に平均２０％増加

させ、中国での売上高を１０年度には１，０００億円

台とする計画です。

３．中国における化粧品販売

新華美通による調査では、０７年の中国化粧品

販売ベスト１０は、すべて外資ブランドが独占し

ました。一方、外資ブランドに対抗する国内唯

一の化粧品メーカー上海家化股�有限公司は、

「六神」、「佰草集」、「清妃」などの商品名で展

開し根強い人気があります。とくに地方では外

資ブランドが入手しにくいこともあり、安い国

内ブランド品を使用する人も少なくありません

が、一方で、「価格が安すぎて不安である」、「包

装が簡素でセンスが悪い」などの理由から敬遠

する人もいるようです。

つぎに、中国国内で化粧品販売を行うための

ポイントを簡単にご説明いたします。

�パートナー（総代理店）の発掘

日本と異なる独特の慣習や文化を持つ中国で

は、日本企業が単独で個人向けビジネスを展開

するのには困難を伴います。中国をマーケット

と捉えたビジネスでは、中国人パートナーの存

在は欠かせません。

商品（ブランド）イメージの構築や管理、価格

設定や販売員のトレーニングなどでは、現地

パートナーの協力が重要となります。

�商品の普及

消費者に受け入れてもらうには、マーケティ

ングとともにＰＲ活動が必要です。即効性のあ

る方法としては、規模が大きくステイタスの高

い展示会への出展や、有名百貨店等での催事を

行います。これらは消費者への訴求効果が高く、

百貨店での中国専用ブランド展開状況
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また上記�のパートナー探しや現地企業情報の

収集にも有効です。

大規模な展示会としては、毎年５月に上海で

開催される「中国国際美容化粧品洗浄用品博覧

会」があります。この博覧会には約３，０００団体

が参加し、３０ヵ国から美容や化粧品関係の企業

が集まります。

�ターゲット層の選定

ハイエンド商品にするかローエンド商品にす

るかを決定する必要があります。日本から輸出

する場合、輸送コストや関税等の経費がかさむ

ため、日本での卸価格の約３倍が現地での小売

価格となります。現地製品との価格差が大きい

ことを念頭にターゲットを選定する必要があり

ます。

先ほどご紹介した「資生堂」の場合、中国進

出当初は、富裕層をターゲットとして人口の

２％のシェア獲得を目標に掲げていました。現

在は、国産化（中国での現地生産）によりコスト

ダウンを進め、中間層を主なターゲットとし営

業展開しています。中間層は絶対数が多く購買

力も強いのですが、競合が激しいため資本力の

ある企業以外はビジネスとしては厳しいと考え

られます。中国の百貨店・スーパーの売場の化

粧品置換率は、週に１，０００種類といいますから

かなりの激戦といえます。

一方、ハイエンド商品の対象となる富裕層は、

品質がよければ受け入れる柔軟性が高いため、

大手メーカー以外が参入するチャンスがありそ

うです。

�販売方法

日本と同様に直販・通販・ネット販売等があ

りますが、化粧品においては直接手に触れて購

入するのが一般的です。

各地にある有名百貨店や大手スーパーに直接

売場を設け、商品のイメージや陳列方法等を統

一し、ブランドイメージを確立していきます。

ただし、店舗により入店条件は異なりますが、

新規参入条件は厳しく、また「棚代」などの費

用もかさむため単独での入店は難しく、パート

ナー（総代理店）の協力が必要となります。

�登録制度と必要書類

中国での輸入に関しては、事前に中国当局（中

国衛生部）での品質・検疫検査を受け、商品登

録されたものが輸入できます。

検査費用は、化粧品一種類につき約１４，０００元

（約２０万円）です。また、検査期間に４ヵ月程度

を要します。また、検査には商品成分表（含有

量など）や用途についての説明書の作成等が必

要となります。

４．最後に

最近、中国商社が、日本の中小化粧品メーカー

に対して積極的にアプローチを行っています。

ここ２ヵ月の間に、九州から複数の企業が大連

を訪れ、中国商社と商談を行っています。少し

でも珍しいもの、特徴のあるものをいち早く取

り入れようとする動きの表れです。

中国人がもつ日本製品に対する「安心・安

全」という認識は、化粧品にも当てはまります。

また、欧米の化粧品と違い、同じ肌の色を意識

した商品が多いことも日本の化粧品の特徴とし

て受け入れられているのではないかと思われま

す。

今後も拡大が見込まれる中国の化粧品市場に

おいて、日本の化粧品は十分に競争力を持って

戦えるのではないでしょうか。

（大連駐在員事務所 宮城 正志）

取材協力：大商集団股 有限公司

海外リポート
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はじめに
中国政府（中国国務院）は昨年８月、「外国

為替管理条例」を改正しました。本条例は中
国の外貨管理制度の基本であるため、これま
でも中国政府の方針を反映し、何度か改正が
行われました。
今回は、中国の外貨管理制度の変遷と、昨

年８月の「外国為替管理条例」の概要および
その影響についてレポートします。

中国の外貨管理制度の変遷
中国政府は長らく外国資本の中国投資を制

限してきましたが、先進技術の導入や外貨の
獲得を目的として規制を徐々に緩和し、現在
は外資の参入を広く認めています。
「外国為替管理条例」は、１９９６年に初めて
制定されましたが、同年中国が国際通貨基金
（ＩＭＦ）における１４条国から８条国（＝ＩＭ
Ｆ加盟国に対して経常取引のための支払いや
資金移動に対する制限を行わないとするＩＭ
Ｆ協定第８条を公約する国）へ移行したこと
を機に、翌９７年には外国への支払いに対する
規制を緩和する改定が行われました。しかし
ながら規制が緩和されたとはいえ、当時の条
例は人民元為替レートを安定させるために外
貨準備高を増加させるという中国政府の方針
を反映し、外貨の流入に対しては緩やかな規
制を行い、外貨の流出に対しては厳格に規制
を行うという原則に基づいていました。
そして中国政府の方針どおり、中国の外貨

準備高は増加し、０６年２月末にそれまでの外
貨準備高世界一であった日本を抜き世界最大
の外貨準備国となりました。

ホットマネーを規制するための外貨管理制度
中国の外貨準備高が急増した要因としては、

貿易黒字の拡大やホットマネー（投機資金）の
流入などが指摘されています。ホットマネー
の流入は、不動産など資産バブルの膨張やイ
ンフレの激化につながるため、中国政府は近
年、外貨管理を強化しています。
この管理強化の一環として、中国政府は昨

年の８月、「外国為替管理条例」を改正しま
した。５４条から構成される改正条例は、これ
までの条例とは異なり、外貨の流入・流出双
方について均衡の取れた管理政策を根幹とし
ています。つまり、外貨の持出し規制や支払
い規制の削除、対外投資における外貨支払に
関する規制の緩和など、一方では規制を緩和
するとともに、他方ではホットマネー流入へ
の対応として、取引の管理監督権限の強化や
法律責任の明確化、金融機関外貨業務管理制
度の整備などを規定しています。
しかし、ホットマネー流入の阻止を目的と

して新たに講じられた改正条例の中には、「中
国国内の輸出企業が海外の輸入企業から商品
代金を送金で受取る際には、銀行による審査
を受けなければならない」など、正常な営業
活動を行っている企業に対しても負の影響を
与えているものもあります。

中国進出企業への影響
改正条例の施行後、中国進出企業に及ぼす

影響が特に大きいと言われているものの一つ
に、「輸入延払規制」があります。
輸入延払とは、輸入代金を先延ばし（延払）

にすることであり、中国国外から輸入した際、
すぐに代金を支払わなくてもよい仕組みと
なっています。これは日本の親会社や取引先
から原材料などを輸入する際に、一般的に利
用される商取引です。

海外トピックス

中国の外貨管理制度

年／月 外貨準備金残高 前年同月比増減額

２０００／１２ １，６５５．７ １０８．９

０１／１２ ２，１２１．７ ４６６．０

０２／１２ ２，８６４．１ ７４２．４

０３／１２ ４，０３２．５ １，１６８．４

０４／１２ ６，０９９．３ ２，０６６．８

０５／１２ ８，１８８．７ ２，０８９．４

０６／１２ １０，６６３．４ ２，４７４．７

０７／１２ １５，２８２．５ ４，６１９．１

０８／９ １９，０５５．９ ４，７１９．８

表１ 外貨準備金の推移 （単位：億米ドル）

（出所）中国外貨管理局資料より FFG作成
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表２ 外貨管理に関する様々な法規

（出所）みずほ総合研究所「外資企業に対する中国の外貨管理」ほか資料より
FFG作成

法 規 名 施行時期 公布機関

外貨の買取、受渡、対外支払管理規定 １９９６／７ 中国人民銀行

外商投資企業外貨登記管理暫定規則 １９９６／７ 中国外貨管理局

輸入代金支払照合管理取扱規程 １９９７／３ 中国外貨管理局

国内外貨振替管理暫定規定 １９９７／９ 中国外貨管理局

国内外貨預金口座管理定 １９９７／１０ 中国人民銀行

対外債務管理暫定規則 ２００３／１ 国家発展計画委員会

輸出代金回収照合管理規則 ２００３／１０ 中国外貨管理局

個人外貨管理規則 ２００６／１２ 中国人民銀行

保税監督管理区域の外貨管理規則 ２００７／８ 中国外貨管理局

外国為替管理条例 ２００８／８ 中国国務院

従来は、「５０万米ドル以上の比較的大きな
輸入で、かつ輸入通関書発行後９０日を超えて
代金を支払う場合」、もしくは「２０万米ドル
以上の輸入で、かつ輸入通関書発行後１８０日
を超えて代金を支払うという比較的長期の場
合」にのみ、外貨管理局へ延払の登記手続き
を行う必要がありました。
しかし改正条例の施行により、現在では「金

額の大小に関わらず、輸入通関書発行後９０日
を超えて代金の支払いを行う輸入取引」は、
すべて登記手続きが義務付けられました。
さらに大きな問題は、この９０日を超える延

払取引の登記可能な累計金額が、前年度の輸
入代金決済総額の２５％以内に制限されている
ことです。これまでは延払取引を利用するこ
とにより、商品を顧客に販売し、その販売代
金を回収してから輸入代金を支払う企業も多
く見られましたが、決済金額の制限によって、
延払での取引量も制限されることとなりまし
た。こうした結果、企業の事務負担は大幅に
増加し、また取引形態や資金繰りの見直しも
迫られることとなりました。
実際に中国進出企業では、延払規制への対

策として銀行や日本の親会社からの借入や販
売代金回収期間の短期化などが検討されてい
ます。しかしながら、銀行借入には親会社や
金融機関の保証が必要となるケースが多いた
め調達は容易ではなく、また海外（親会社や
金融機関）からの借入についても資本金の大

きさによって、借入限度額が決められている
ため、資金調達の自由度は決して高いとはい
えません。更に、販売代金の短期回収につい
ては、日本においても決済条件の変更は容易
なことではありませんが、まして中国ローカ
ル企業との取引においては、売掛金の回収自
体が困難であり、現状以上の期間短縮は実質
不可能であるとの声が多く聞かれます。
したがって、手持資金に余裕のある企業を

除く多くの企業は、今回の改正による影響を
受けながらも、実務面では未だ決定的な対策
を図りかねているというのが現状です。

最後に
ここで紹介した事例以外にも、貿易取引に

おける入出金口座の管理や輸入・輸出ユーザ
ンスに関する管理、外貨送金・海外送金に関
する管理など、「外貨管理制度」の内容は多
岐に亘っています（表２）。また中国国内では、
外貨管理に関する通知が毎年数多く公布され、
しかも公布されたばかりの通知がすぐに修正
されることも少なくありません。

中国進出企業にとって、常に最新の法規制
を把握していくことは、中国での営業活動を
円滑かつ効率的に行っていく上で必要不可欠
です。今後とも皆様のビジネスに役立つ現地
情報の発信に努めてまいります。

（上海駐在員事務所 大原 浩二）

海外トピックス

中国人民銀行（中央銀行）
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九州の最近の経済動向
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［鉱工業動向］……………生産は急速に低下

２００８年１１月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は、前月比７．２％低下して９８．６となり、生産は急

速に低下しています。

［業種別動向］……………輸送機械や一般機械が大きく低下し鉱工業全体を押し下げる

鉱工業生産指数の２００８年１１月の動き（前月比）を業種別でみると、半導体を含む電子部品・デバイス、

自動車などの輸送機械が大きく低下し、前月比で鉱工業全体は７．２０％低下しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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［福岡県の景気］……………減速感広がる

新設住宅建設は、法改正の影響を受け大きく落ち込んだ反動増から前年を上回りましたが、公共投

資は前年実績を下回りました。また、企業部門は生産活動が前月比マイナスとなり、悪化傾向を強め

ています。また、家計部門は雇用環境の悪化の影響もあり大型小売店販売額が前年を下回り、個人消

費は力強さを欠いた状態が続くなど、福岡県の景気は減速感が広がっています。

［生産活動］……………輸送機械が大きく低下し前月比４．６％減

１０月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は９７．０と、前月比４．６％低下しま

した。自動車関連を中心とする輸送機械が大きく

低下したほか、化学、一般機械、鉄鋼など多くの

業種が低下しました。

［大型小売店］……………衣料品の動き鈍いが食料品は堅調

１１月の県内大型小売店販売高は、重衣料の動き

が鈍く、前年比２．５％減の５８４億円となりました。

業態別にみると、百貨店では飲食料品は物産展

効果などで微減に留まりましたが、衣料品の落ち

込みが厳しく販売高は同７．５％減となりました。

また、大型スーパーも衣料品は低調でしたが飲食

料品は同５．３％増と好調で、販売高は同２．５％増と

なりました。

経済動向
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福岡県

［住宅建設］…………………貸家及び分譲マンションの増加が全体を押し上げる

１１月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１８．８％減の７３２戸となったものの、貸家で同９．７％

増の１，８２１戸、分譲で同５７．７％増の５６６戸となり、

全体では同７．６％増の３，１５３戸と、５カ月連続で前

年を上回りました。

シェアの大きい貸家の増加と分譲マンションの

増加が、全体を押し上げています。

［公共工事］…………………請負金額は７カ月ぶりに前年を下回る

１１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比９．２％減の９９２件、金額が同１９．８％減

の２７９億円と、件数、請負金額ともに前年を下回

りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同１１．６％

増、「独立行政法人等」で同６３．７％減、「県」で同

１６．８％減、「市町村」で同２５．５％減となり、全体

では７カ月ぶりに前年を下回りました。

［企業倒産］…………………負債総額は前年を下回る

１２月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比１７．９％増の４６件、負債総額

は同２３．２％減の２１４億１，１００万円と、負債総額は前

年を下回りました。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………減速傾向続く

生産面では、内外需要の減少を背景に、素材関連で弱い動きが続いており、機械関連の業種でも減

産の動きが広がっています。また、公共投資や住宅投資では低水準での推移となっている他、個人消

費も、所得環境の悪化により厳しい状態が続いており、熊本県の景気は、総じて減速傾向が続いてい

ます。

［生産活動］……………電子部品などが低下し前月比４．８％減

１０月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は前月比４．８％と大きく低下し９６．８

となりました。主要産業では、食料品・たばこな

どは上昇しましたが、電子部品・デバイスや一般

機械などの業種で低下しました。

［大型小売店］……………衣料品が低調で前年比７．９％減

１１月の県内大型小売店販売高は、飲食料品は好

調でしたが、衣料品が厳しく、前年比１．４％減の

１５０億円と前年実績を下回りました。

商品別にみると、飲食料品は同３．６％増と前年

を上回り、衣料品は同７．９％減少しました。

経済動向
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熊本県

［住宅建設］…………………貸家の増加等が全体を押し上げ前年を上回る

１１月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１１．１％減の３４６戸となったものの、貸家で同９．５％

増の７１４戸、分譲で同５８．５％増の８４戸となり、全

体では同２．２％増の１，１６４戸と、２カ月連続で前年

を上回りました。

シェアの大きい貸家の増加が寄与しています。

［公共工事］…………………件数、請負金額ともに前年を下回る

１１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比３０．４％減の５６５件、金額が同３６．６％

減の１１５億円と、件数、請負金額ともに前年を下

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同４９．４％

減、「独立行政法人等」で同８９．０％減、「県」で同

２５．２％減、「市町村」で同３５．２％減と全部門で前

年を下回り、全発注者合計では２カ月ぶりに前年

を下回りました。

［企業倒産］…………………件数、負債総額ともに前年比増加

１２月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比１０９．１％増の２３件、負債総額

は同約２０倍増の１１０億６，０００万円と、倒産件数、負

債総額ともに前年を上回りました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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［長崎県の景気］……………停滞感続く

生産面では、輸送機械（造船）などで引き続き高操業が続いているものの原材料高等の影響で採算が

悪化傾向にある他、公共投資や住宅投資では低水準での推移が続いており、さらに、雇用・所得環境

の悪化もあって、個人消費も依然として厳しい状態が続いています。さらに円高の影響などで、観光

地の入場者数、宿泊客数ともに減少するなど、長崎県の景気は停滞感が続いています。

［生産活動］…………………造船など輸送機械が上昇し、前年並み維持

１０月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は１２４．３と前月比０．２％上昇しまし

た。業種別では一般機械などで低下しましたが、

造船を主体とする輸送機械や電子部品・デバイス

などが上昇しました。

［大型小売店］…………………衣料品の落ち込み厳しく前年比３．９％減

１０月の県内大型小売店販売高は、飲食料品は微

増、衣料品は前年実績を下回り、前年比３．９％減

の１０２億円となりました。

業態別にみると、百貨店では衣料品が同９．８％

減、食料品は同９．６％増で、販売高は同３．８％減と

なりました。また、大型スーパーは、衣料品が同

９．４％減、食料品が同２．１％減とともに減少し、全

体で同４．０％減少しています。

経済動向
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長崎県

［住宅建設］…………………分譲マンションの増加等で、前年比増加

１１月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１７．１％減の２６２戸、貸家で同４２．２％減の２１５戸と

なったものの、分譲で同６４８．６％増の２６２戸と大幅

に増加し、全体では同３．６％増の６９２戸と、２カ月

連続で前年を上回りました。

前年に実績がなかった分譲マンション（２４４戸）

の着工が大きく寄与しています。

［公共工事］…………………件数、請負金額ともに前年を下回る

１１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比１９．９％減の４１０件、金額が同３３．７％

減の１２１億円と、件数、請負金額ともに前年を下

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同２８．４％

減、「独立行政法人等」で同５４．１％減、「県」で同

３１．４％減、「市町」で同３６．１％減と全部門で前年

を下回り、全発注者合計では５カ月連続で前年を

下回りました。

［企業倒産］…………………大型倒産の発生で負債総額は大幅増加

１２月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２７．３％増の１４件、負債総額

が同約４０倍増の７７２億５，９００万円と、倒産件数、負

債総額ともに前年を上回りました。

負債総額７００億超の大型倒産の発生により、負

債総額は前年を大幅に上回っています。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １００．０ １．３ １００．０ １．４ １００．０ ３．１ ７．１ ７．３ １５．７ １３３，０７５ ▲４．３ ９７，３５７ ６．０
２００６年 １０４．５ ４．５ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ３．８ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲３．５ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００７．１０ １１０．０ ５．３ １１０．１ ６．３ １０４．９ １．８ ８．７ １３．８ ８．７ １１，７４２ ▲３．２ ６，１２３ ▲２９．６

１１ １０８．４ ３．２ １０９．１ ３．５ １０５．８ ２．７ ▲２．０ ９．６ １３．３ ８，６８５ ▲４．３ ７，１１６ ▲１７．０
１２ １０９．１ １．５ １１０．６ ３．３ １０５．５ １．３ ▲２．８ ６．８ １２．３ ８，３８４ ▲１．１ ７，７３３ ▲７．８

２００８．１ １０８．５ ２．９ １１０．０ ３．９ １０５．３ １．９ １７．３ ７．７ ９．２ ５，９０７ ▲３．５ ６，３７７ ▲５．４
２ １１０．２ ５．１ １１１．３ ５．８ １０５．４ ２．３ ▲１２．３ ８．７ １０．２ ６，５３５ １３．１ ６，１２１ ▲１３．９
３ １０６．５ ▲０．７ １０７．０ ０．１ １０５．５ ２．１ ▲８．３ ２．３ １１．２ １３，８４５ ▲１２．６ ８，４４３ ３４．９
４ １０６．３ １．９ １０８．０ ２．８ １０４．２ １．０ ５．５ ３．９ １２．０ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３
５ １０９．３ １．１ １１０．２ １．７ １０４．７ １．５ １０．４ ３．７ ４．５ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０６．９ ０．０ １０６．９ ▲０．６ １０５．９ ２．７ ▲２．６ ▲１．８ １６．５ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０８．３ ２．４ １０８．９ ３．１ １０５．８ ２．２ ▲３．９ ８．０ １８．３ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０４．５ ▲６．９ １０４．９ ▲６．８ １０５．５ １．７ ▲１４．５ ０．３ １７．３ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０５．６ ０．２ １０５．３ ▲０．６ １０７．６ ３．２ ５．５ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １０２．３ ▲７．１ １０２．１ ▲７．３ １０９．５ ４．４ ▲４．４ ▲７．８ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９４．０ ▲１６．２ ９３．５ ▲１７．０ １１０．３ ４．２ ▲１６．２ ▲２６．７ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００５年 １，２３６，１７５ ４．０ ▲４．５ ８．５ ６．８ １００．０ １．６ １００．０ ▲０．３ ２１３，２８４ ▲０．６ ３，３５３，５９３ ▲１．０
２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００７．１０ ７６，９２０ ▲３５．０ ▲８．０ ▲４０．２ ▲５０．２ １０４．８ ２．０ １００．９ ０．３ １７，１６１ ▲０．１ ２３３，２９４ ５．５

１１ ８４，２５２ ▲２７．０ ▲７．６ ▲２３．４ ▲４７．４ １０５．０ ２．３ １００．７ ０．６ １８，１２４ １．９ ２５８，０１３ ６．７
１２ ８７，２１４ ▲１９．２ ▲６．０ ▲１４．４ ▲３５．５ １０５．４ ２．７ １００．９ ０．７ ２２，６７５ ▲０．４ ２０４，７５９ ▲４．２

２００８．１ ８６，９７１ ▲５．７ ▲４．２ ▲２．７ ▲１１．６ １０５．７ ３．１ １００．７ ０．７ １８，７９９ ▲０．８ ２１２，８４３ ６．５
２ ８２，９６２ ▲５．０ ▲２．１ ▲３．１ ▲９．７ １０６．２ ３．６ １００．５ １．０ １５，５３９ ２．７ ２８５，３２０ １．５
３ ８３，９９１ ▲１５．６ ▲６．１ ▲２２．０ ▲１８．０ １０６．７ ３．９ １０１．０ １．２ １７，７０３ １．８ ４１３，９９９ ▲１．４
４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．６ ４．０ １００．９ ０．８ １６，８１２ ▲０．６ ２００，８３３ ９．４
５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．９ ４．９ １０１．７ １．３ １６，９５１ ▲０．５ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０８ ▲２．６ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．２ ７．３ １０２．４ ２．３ １８，６６１ ０．３ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．１ ７．２ １０２．７ ２．１ １６，５３１ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．６ ６．８ １０２．７ ２．１ １５，５９１ ▲２．１ ２６９，４６８ ▲５．５
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．８ ４．８ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．９ ２．８ １０１．７ １．０ １７，８０５ ▲１．６ １８６，５５４ ▲２７．７

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽自動車販売台数

台 前年比（%） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００５年 １，３８７，０６８ １．１ ４４１，１５６ ▲１．２ ３２９，４９９ ▲０．６ ０．９５ ４．４ １２，９９８ ▲５．０ ５２，８１５ １．４ ４０，８５５ １．１
２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５３，０８０ ０．５ ４１，５５８ １．７
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５
２００７．１０ １０１，８５７ ▲７．８ ３９６，５３０ ０．２ ３２６，７３７ ２．４ １．０２ ３．９ １，２６０ ８．１ ５３，９４３ ２．６ ４０，９１１ ０．１

１１ １０５，６８４ ▲１１．５ ３６５，６５０ ▲１．９ ３０２，８７９ ▲０．９ １．００ ３．８ １，２１３ １１．２ ５４，７２４ ２．９ ４１，０４９ ▲０．２
１２ ９９，７９４ ▲１４．４ ８０７，２５３ ▲２．７ ３７９，３８８ ２．７ ０．９８ ３．８ １，０９７ ▲１．１ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５

２００８．１ １０６，２２７ ▲１．０ ３６７，０８３ ▲１．９ ３４１，１３８ ３．９ ０．９８ ３．８ １，１７４ ７．６ ５４，６４３ ３．１ ４１，５４８ ０．９
２ １４２，７０８ ▲０．３ ４０２，９０３ ▲０．０ ２９８，５３９ ２．５ ０．９７ ３．９ １，１９４ ８．３ ５４，８０７ ３．１ ４１，６２１ １．６
３ １９９，０３１ ▲９．１ ３７９，３９３ ０．３ ３４２，８６８ １．１ ０．９５ ３．８ １，３４７ ８．０ ５５，４５３ ２．７ ４１，９４２ １．４
４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，５４４ ２．４ ４１，６３０ １．５
５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９２ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５５，４３９ １．７ ４１，７０５ ２．２
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９１ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，９３７ ３．１ ４１，９００ ２．０
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８９ ４．０ １，３７２ １２．９ ５５，４０７ ２．２ ４１，８６０ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８６ ４．２ １，２５４ ４．２ ５５，２７０ ２．４ ４１，８８７ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８４ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ １．５ ４０，６２６ ▲１．６
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．７ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．０ ４０，９３１ ０．０
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ３．９ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ ０．８ ４１，３６４ ０．８

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着

工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出
の前年比は、名目値の前年比。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高
は年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。

（注１） 可処分所得・消費支出は、勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）の廃止に伴い、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）へ変更。
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経済指標｜福岡のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０１．５ ▲１．６ １００．０ ▲４．１ ８５．７ ▲１９．４ １００．０ ２．０ １００．０ ▲０．７ １０６．０ ３．２ ８９．９ ▲８．７
２００６年 １０３．４ １．９ １０２．６ ２．６ ９３．７ ９．３ １０７．１ ７．１ １６３．９ ６３．９ １０８．５ ２．４ １０２．０ １３．５
２００７年 １０２．４ ▲１．０ １０５．９ ３．３ １１３．６ ２１．２ １０１．２ ▲５．５ １１２．３ ▲３１．５ １０２．７ ▲５．４ １２２．３ １９．９
２００７．１０ １０７．４ ５．１ １０２．４ ▲３．９ １２０．２ ４．１ １０６．３ ８．９ １３３．１ ２２．８ １０８．０ ４．０ １３１．３ １９．５

１１ １０７．０ ３．７ １０６．１ １．０ １１７．６ ８．６ １０３．８ ２．７ １３１．９ ２４．４ １０７．３ ５．１ １２０．８ １．６
１２ １０８．３ ０．８ １０８．３ １．７ １１７．２ ４．８ １０３．８ ▲０．３ １４１．３ １７．０ １０８．５ １．３ １２８．４ ６．９

２００８．１ １０５．７ ３．９ １０４．９ ▲０．８ １２９．１ １５．７ ９７．９ １．４ １２４．８ １６．６ １０７．０ ４．８ １２６．２ １０．１
２ １０７．７ １０．１ １０５．２ １．６ １２１．５ １５．７ １０４．７ ９．９ １３０．４ ２８．１ １０９．３ １１．１ １１０．０ １．３
３ １０８．３ ６．７ １０１．７ ▲２．８ １１１．２ １１．１ １１９．７ ２１．９ １１９．１ １４．５ １０７．０ ５．４ １２６．５ ４．２
４ １０５．６ ８．５ １０６．９ ２．４ １２５．２ ７．０ １２２．７ ２１．１ １１６．８ ２６．３ １０５．５ ８．９ １２９．３ １０．１
５ １０７．０ １０．７ １０５．５ ２．２ １０６．７ ▲２．３ １１５．５ ２３．３ １２９．６ ４６．５ １０７．７ １３．１ １１６．２ ▲９．３
６ １０４．９ ６．６ １０２．９ １．１ １２４．８ ▲０．１ １０３．０ ４．８ １２２．９ ２１．７ １０３．９ ５．８ １２８．３ １．５
７ １０８．５ １０．４ １０４．２ ▲５．８ １１７．０ ０．６ １１１．３ １２．８ １３１．４ ３７．３ １１１．６ １３．７ １１６．７ １．４
８ １０２．４ ▲４．７ １００．０ ▲８．４ １１０．５ ▲０．７ １１１．５ ６．５ １１２．５ ▲１３．２ １０１．４ ▲７．６ １２９．３ ３．２
９ １０１．７ ▲０．１ １０１．８ ▲６．１ １１８．４ ６．０ １１８．４ ７．８ １１３．５ ▲２．２ １０１．０ ▲１．３ １１５．３ ▲８．５
１０ ９７．０ ▲９．６ １００．３ ▲２．１ １１１．４ ▲７．４ １１５．０ ８．２ １００．８ ▲２４．２ ９５．５ ▲１１．５ １１６．３ ６．２
１１

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １２５，７２９ ０．０ ５４，８５９ ▲１．４ ４０５，５９０ ▲０．１ ３２６，７６９ ▲０．９ ０．７７ ４８０ ▲３．８ １６６，０９２ ０．２ １３２，３５９ ▲０．６
２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００７．１０ ８，７００ ８．２ ３，９６６ ▲１．８ ３８７，４８２ ６．４ ３５１，４０８ ２．３ ０．７９ ４４ ２５．７ １６７，５４９ １．１ １３１，２４５ ０．１

１１ ９，６３８ １．８ ４，５３４ ▲４．３ ３４０，３７５ ７．０ ２８９，７８９ ２．０ ０．７３ ４７ ４．４ １６８，４７５ １．３ １３２，５４２ １．５
１２ ７，９０７ ▲５．２ ３，８１７ ▲１２．９ ７２０，３９０ ２．４ ３７８，１４６ １．２ ０．７１ ３９ ▲７．１ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０

２００８．１ ７，９６３ ４．０ ４，３４２ ▲７．６ ３４２，９８６ ▲７．３ ３３３，８６８ １２．４ ０．６９ ３７ １２．１ １６９，６５９ ２．３ １３３，１８４ ２．１
２ １１，０５１ ０．５ ５，７３３ ０．５ ３８３，６０５ ７．０ ３５８，８０５ ３１．９ ０．７０ ３２ ▲２２．０ １６９，７０４ １．４ １３４，４８９ ２．５
３ １５，０４２ ０．４ ７，７９２ ▲４．３ ３４６，４７５ １４．３ ３４６，４６３ １７．２ ０．６８ ６０ ６６．７ １６９，７２７ ０．３ １３５，０６６ １．９
４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６７ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１
５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６５ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６４ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６３ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６１ ５７ ２３．９ １７０，７５７ １．０ １３３，７７５ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０９ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５６ ４９ ４．３ １７２，０７６ ２．１ １３５，２１３ ２．０

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 ３．４ ２０．５ ４，８１３ ▲１１．６ ２，９４４ ▲７．０ ５４，３６２ ５．７ ３．５ ５．１ １１．４ １００．０ ▲０．２ ７２２，６９７ ▲２．２
２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００７．１０ １６．３ ８．９ ４４６ ▲１０．６ １４６ ▲４８．６ ２，７３３ ▲５６．８ ８．２ ▲６４．７ ▲７７．９ １００．６ ０．１ ５６，４７４ ▲１．９

１１ ２４．４ ２１．２ ３４８ ▲１．５ １６７ ▲５６．６ ２，９３１ ▲４８．０ ５．１ ▲４５．０ ▲７９．７ １００．４ ０．７ ５９，９１５ ３．４
１２ １２．８ １２．６ ３１５ １４．７ ３０６ ２７．１ ３，５４０ ▲３１．５ ▲１１．７ ▲２７．８ ▲５０．７ １００．４ ０．６ ８０，０８４ ▲２．４

２００８．１ １３．９ ８．６ ２８３ ２４．３ ３１３ ７．８ ３，９４０ ▲４．２ ▲０．８ ▲３３．１ １１３．７ １００．２ ０．６ ６２，８１８ ▲２．５
２ １５．７ １．３ １９０ ▲２６．１ ２７１ ▲１９．６ ３，０８６ ▲３４．２ ▲８．０ ▲３４．４ ▲５０．６ ９９．７ ０．４ ５０，９３７ ▲２．０
３ ２．５ ０．４ ４５１ ▲４７．０ １９２ ▲５０．０ ３，２５０ ▲４２．０ ▲０．５ ▲５１．２ ▲５６．７ １００．２ ０．８ ５８，５８０ ▲４．７
４ １８．０ ４．７ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，３３３ ▲０．９
５ ２３．９ ０．４ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６７８ ０．０
６ １２．６ １０．７ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，７１１ ▲４．４
７ ３０．６ ６．４ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，９７９ ２．１
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，５５５ ▲０．５
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，８１６ ▲２．７
１０ ６．８ ０．１ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５

出所 門司税関・長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０６．９ ▲３．８ １１２．７ ▲６．６ ７４．５ ▲２１．４ ８５．０ ▲０．４ １５８．７ ４．１ １０２．３ ▲３．８ ９０．３ ２．４
２００６年 １１２．１ ４．９ １１１．９ ▲０．７ ８３．１ １１．６ ９６．７ １３．８ １５６．０ ▲１．７ １０７．９ ５．４ ８９．７ ▲０．７
２００７年 １０５．２ ▲６．２ １１１．３ ▲０．６ ７４．５ ▲１０．３ １０２．３ ５．８ １３９．０ ▲１０．９ １０２．６ ▲４．９ ８６．１ ▲４．０
２００７．１０ １０３．７ ▲７．６ １０２．０ ▲６．４ ７４．５ ▲８．３ ９５．９ ▲１０．０ １４５．２ ▲１４．５ １０３．０ ▲３．５ ８２．４ ▲６．６

１１ １０２．９ ▲８．６ １０７．６ ▲５．５ ７４．２ ▲２．６ ９０．２ ▲２４．７ １４４．４ ▲１４．２ １００．５ ▲６．１ ８５．８ ▲３．５
１２ １０１．０ ▲９．２ １０４．５ ▲４．０ ７９．１ ９．３ ９７．６ ▲７．９ １３１．７ ▲１６．７ ９７．４ ▲１１．７ ８７．９ １．３

２００８．１ ９９．１ ▲４．７ １０６．５ ▲８．１ ８２．８ １２．８ ８５．３ ▲１６．２ １２２．４ ▲５．９ ９４．４ ▲２．６ ８９．３ ０．９
２ １０２．６ ▲２．２ １１９．０ １０．９ ８４．３ １７．７ ６８．９ ▲１３．０ １２８．２ ▲１３．０ ９８．７ ▲３．２ ９６．９ ９．７
３ １０６．０ ▲３．０ １１９．３ ▲６．６ ９２．８ ２７．６ ７３．１ ▲８．９ １２１．３ ▲１９．３ １０５．７ ▲２．９ ９８．１ １３．１
４ １０５．１ ▲０．１ １１０．４ １．３ ８６．１ １６．１ ８１．０ ▲１８．３ １４４．９ ▲０．１ １０２．８ ０．０ ９３．９ １３．９
５ １０７．７ ▲１．６ １１１．４ ▲５．１ ７８．３ １．５ ８９．５ ▲２９．８ １６６．８ １８．６ １００．０ ▲６．４ ９１．６ １０．２
６ １０５．５ ▲１．１ １０９．９ ▲３．９ ７４．９ ▲０．５ ５３．８ ▲５５．６ １７５．２ ３０．３ １００．１ ▲２．８ ９３．８ １１．０
７ １０２．８ ▲１．８ １１２．６ ４．４ ７６．９ ６．６ ５９．１ ▲５６．６ １５７．９ １７．４ ９９．０ ▲４．６ ９４．７ ９．５
８ １０１．１ ▲５．５ １１６．２ ▲１．２ ７２．３ ▲３．９ ６２．３ ▲４９．３ １５２．９ １６．０ ９７．３ ▲９．４ ９４．１ ８．２
９ １０１．７ １．５ １０２．８ ▲１．３ ７８．０ ９．５ ５６．８ ▲３２．６ １４４．３ １６．８ １０１．１ ６．１ ９６．７ ７．８
１０ ９６．８ ▲６．７ １０３．０ １．０ ６９．２ ▲７．０ ４６．１ ▲５２．０ １４３．６ ▲１．１ ９１．１ ▲１１．５ ９７．９ １８．８
１１

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 １６．２ ９．１ １，６６５ ８．２ １，２３３ ８．３ １４，０３９ ６．８ ▲２．０ １１．５ ２．４ １００．０ ▲０．６ １８９，６５６ １．７
２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００７．１０ ▲５．０ ９．６ １８２ ▲１６．０ ４６ ▲５０．５ ８９３ ▲７．９ １４．２ ▲２２．７ ４４．４ １００．４ ▲０．３ １４，２７４ ▲４．７

１１ ▲８．６ ▲０．０ １８１ １６．８ ９３ ▲３３．３ １，１３９ ▲２６．２ ▲２．５ ▲１２．５ ▲８６．７ １００．３ ０．２ １５，２２６ ０．７
１２ ▲６．３ １４．８ １７４ ▲１５．９ １０１ ▲３６．７ １，０３４ ▲２２．３ ▲９．２ ▲２０．２ ▲４９．８ １００．３ ０．２ ２１，５９２ ▲１．５

２００８．１ １６．４ ▲０．６ １０７ ▲１８．０ １１４ ２１．９ １，２４２ １５．９ ７．４ ３０．５ ▲１４．２ １００．０ ０．２ １７，１７６ ▲１．４
２ ２９．９ ▲２５．２ １５７ ５２．４ １３４ ３７．０ ９６３ ▲１８．１ ▲１６．５ １１．３ ▲６５．３ １００．０ ０．９ １３，５５１ ▲７．１
３ １９．３ ▲１７．５ ２６８ １７．０ ６９ ▲２７．４ ７３８ ▲３８．０ ▲１２．７ ▲４５．０ ▲６５．２ １００．３ ０．６ １５，１８９ ４．６
４ ▲１３．６ ４２．６ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１
５ ２７．１ ２０．２ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲９．８ ▲１６．３ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ６．６ ６６．９ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ５８．６ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ４８．６ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４５．６ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ２７．７ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４

出所 長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 ３６，５９６ ▲１．８ ２６，９２３ １．９ ４４４，９７３ １２．２ ３２９，７３１ １．９ ０．７３ １３０ ▲０．８ ４７，２７１ ０．５ ２７，３８７ １．３
２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００７．１０ ２，４６０ ７．１ １，８７５ １．７ ３５６，６１８ １３．６ ２８６，２８６ １０．７ ０．７８ １０ ▲３７．５ ４７，１５１ １．２ ２８，００３ ３．５

１１ ２，９８９ １４．１ ２，０２１ ▲４．２ ３５６，３７８ １４．７ ２９１，７６８ １３．６ ０．７４ １４ ７５．０ ４７，０４２ ０．９ ２８，２２６ ３．９
１２ ２，０４５ ▲７．９ １，９９９ ▲５．１ ８４８，３７２ ２４．８ ３４９，３７０ ▲３．４ ０．７３ １１ ▲８．３ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０

２００８．１ ２，４５８ ６．８ ２，１９８ ０．３ ３４４，２５８ ▲５．５ ３１２，８７６ ▲０．６ ０．７１ １０ ▲１６．７ ４７，２００ ２．１ ２８，２６２ ３．９
２ ３，２５０ ２．３ ２，８８３ １．７ ３３７，４３３ ▲９．９ ２７９，２９２ ▲２．５ ０．７４ １５ ▲６．３ ４７，１７９ ２．１ ２８，１９８ ３．５
３ ４，７２４ １．３ ３，８２２ ▲２．５ ３５２，２１６ ▲７．１ ３２３，０３０ ６．７ ０．７１ １５ ２５．０ ４７，１２２ ０．２ ２８，８９３ ３．８
４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８
５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６７ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６４ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０７３ ▲２．５ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．６０ １６ ４５．５ ４８，１６９ ０．４ ２８，９２１ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９９ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２４２ ▲２５．０ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５１ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７５ ３．０

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。陶磁器出荷金額は、従業員５人以上の事業所における台所用品、食卓用品の出荷額の合計。
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経済指標｜長崎のデータ�

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １３９，７３７ ▲５．２ ２５，２４７ ▲２．６ ２３，０６８ ０．５３１０，６１７ ▲１２．３ ２６８，７７７ ▲９．５ ０．５８ １１６ ２．７ ４０，８４１ ▲０．５ ２６，２６３ ▲５．３
２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００７．１０ ９，９５３ ▲４．９ １，６９３ ９．５ １，５４５ ▲１６．５ ３００，４８８ ３．１３０５，５００ ▲７．９ ０．６１ １９ ７２．７ ４０，５２８ １．５ ２４，２３２ ▲３．１

１１ １０，６４６ ▲１．４ １，７７２ ４．９ １，６４１ ▲１８．０ ２８２，８３５ ▲１．９２６６，１６９ ▲１．４ ０．５８ １１ ０．０ ４１，０３９ １．２ ２４，１８２ ▲３．０
１２ １４，０３４ ▲３．１ １，５５８ ３．７ １，６０３ ▲１２．７ ６１２，９５９ ▲６．３３５１，２１３ １０．５ ０．５７ １１ ５７．１ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１

２００８．１ １１，９８４ ▲２．３ １，６６９ ６．２ １，８４６ ▲４．６２６７，９８１ ▲７．８２９３，７６０ ▲８．５ ０．５６ １２ １００．０ ４０，４６７ ２．０ ２４，１６６ ▲２．４
２ ９，５３７ ２．１ １，９７１ ４．６ ２，１８５ ▲９．７３０３，９３５ ▲１８．８ ２５１，２４４ ▲１２．０ ０．５８ １４ ５５．６ ４０，５３９ ２．１ ２４，３３７ ▲２．０
３ １０，１７６ ▲２．２ ２，９７８ ３．４ ３，０９８ ▲８．８２７０，１６３ ▲２２．８ ３２２，８１７ ▲１６．５ ０．５９ １８ ６３．６ ４０，３１８ ０．３ ２４，８７４ ▲１．７
４ ９，９０８ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６
５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８２７４，３９９ ▲６．８２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５９ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７５０ ▲５．０ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５８ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８９６ ▲１．２ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５７ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４２０ ▲５．１ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５８ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３９ ▲６．０ ２，０７７ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５７ １５ １５．４ ４０，６２０ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．８ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４２ ▲０．２ ２３，５１５ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，４０３ ▲２０．８ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７１ ▲０．７ ２３，５６６ ▲２．５

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００５年 １３．５ ２７．７ ７０，０８３ ▲７．７２，０９０ ▲９．０ ７７４ ▲０．１ １０，２３０ ５．７ ▲４．７ ▲０．５ ６８．３４，５９６ ０．９１００．０ ▲０．８
２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００７．１０ １０７．９ ２５．０ ６，０３１ ▲４．３ ２０６ ▲２．０ ５０ ▲３４．８ ４２３ ▲４０．２ ▲２５．８ ▲３５．５ ▲８５．７ ４２４ ▲１７．８１００．３ ▲０．１

１１ ４１．５ ８８．５ ６，４９１ ２７．０ １８３ １９．５ ３４ ▲３４．９ ６６８ ６．２ ５．３ ３６．３ ▲６７．３ ４６２ ４．１１００．０ ０．２
１２ ５．６ ７５．７ ７，４５７ １５．３ １３５ ▲２３．７ ２８ ▲８４．０ ５７９ ２３．２ ▲１６．７ ７０．１ ６８．４ ３９７ ３．９１００．１ ０．５

２００８．１ １９．１ ３７８．９ ５，５４７ ▲６．２ ９４ ▲３３．５ ４３ ２５．３ ５１２ ▲８．４ ２．４ ▲９．９ ▲３７．７ ２６１ ▲４．５ ９９．８ ０．６
２ ２８．７ ３２．１ ５，６４０ ０．５ １３４ ▲１３．３ ３５ ▲４６．８ ５４９ ４．６ ▲２．７ １５．７ ▲５８．３ ３１９ ▲２．３ ９９．６ ０．５
３ １５７．０ ▲１１．３ ６，６１２ ▲３．３ ２４０ １９．９ ２８ ▲１３．８ ５５８ １３．０ ４．０ ２２．３ ６．３ ４９１ ▲９．８１００．０ ０．６
４ ３７．０ ３４．８ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６
５ ４．８ ４８．４ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．４１００．９ １．２
６ ▲３８．９ １８．８ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ６９．８ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １８．８ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２３．６ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．８ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０

出所 長崎税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品生
産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００５年 ９６．１ ▲６．９ １０１．８ ▲２４．４ １０２．６ ４．４ ４５．７ ▲１８．７ １３４．０ ２．６ １，７３２ １８．４ ２，９４５ １３．４ ７．９
２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ９．７
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ０．０
２００７．１０ １０５．４ ▲４．６ ８９．０ ▲３７．９ １１３．７ ８．３ ５１．９ ▲９．１ １４５．８ ２７．６ １８５ １５．５ ２６３ ２．７ １３．６

１１ １１０．１ ▲１．４ ８７．６ ▲４０．０ １０８．３ ４．８ ５８．２ ▲１．４ １５１．５ ２５．８ １９２ ２６．１ ２７５ ６．２ ▲５．１
１２ １１０．５ １．９ ９５．５ ▲２９．４ １０９．３ ▲８１．３ ５２．４ ▲１１．１ １３２．６ １２．３ １８２ １６．６ ２４８ ▲１０．７ １７．４

２００８．１ １２４．２ １０．７ １３７．３ ▲２．５ １０８．３ ２．５ ５０．０ ▲１７．２ １３７．２ ２８．９ １７２ ２７．１ ２６０ ▲８．０ ０．６
２ １２８．７ ２１．０ １５６．７ １７．０ １１４．２ ９．０ ４６．９ ▲２１．６ １３７．８ ３１．２ １９４ １７．５ ２４６ ▲２．６ ７．５
３ １０３．６ ▲０．４ １５７．６ ２１．４ １１０．０ ２．０ ３２．４ ▲５０．３ １３１．６ １７．８ １８７ ▲１２．４ ２２４ ▲２４．４ １７．４
４ １２９．５ ２９．６ １４４．０ ３２．７ １０４．４ ▲１．４ ４８．８ ▲３３．３ １３５．９ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３
５ １２２．１ １９．８ １５５．２ ６４．８ １０４．１ ▲７．８ ５３．９ ▲３４．８ １３４．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８
６ １１９．４ １６．９ １５１．７ ５７．６ ９３．１ ▲１３．７ ６０．２ ▲１５．２ １４５．９ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２
７ １１９．６ １３．９ １７８．１ ７７．１ ９６．２ ▲４．２ ６１．８ １．０ １４８．５ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １３１．５ １７．７ ２０３．３ １０３．３ １０９．５ ▲７．４ ３６．１ ▲４１．５ １５８．９ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２４．０ １９．５ １８７．２ ９０．３ １０７．７ ▲１．１ ３３．３ ▲２７．４ １４８．７ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２４．３ ２０．２ １５２．０ ７６．２ １０１．９ ▲８．８ ３９．６ ▲２２．８ １６５．７ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ ▲１２．２

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。陶磁器出荷金額は、従業員５人以上の事業所における台所用品、食卓用品の出荷額の合計。漁業水揚金額は、長崎、
佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂
の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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実施年月

銀行預金 貸出金利 参考
日
付

基準
貸付利率
（公定歩合）

日
付 普通預金

スーパー
定期
（１年）

自由金利
定期
（１年）

日
付 短期
プライム

日
付

長期
プライム
（みずほ）

住宅ローン
日経平均
（年、月末）

外国為替（年、月末）

３年 ５年 １０年 １ドル
＝円

１ユーロ
＝円

０１年末 ０．１０ ０．０１ ０．０４ ０．０４ １．８７５ １．８５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ １０，５４２ １３１．４７ １１５．９０
０２〃 ０．１０ ０．００２ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．６５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ ８，５７８ １１９．３７ １２４．４１
０３〃 ０．１０ ０．００１ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．７０ ２．４０ ２．９０ ３．６０ １０，６７６ １０６．９７ １３３．７１
０４〃 ０．１０ ０．００１ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．５５ ２．３５ ２．９５ ３．６５ １１，４８８ １０３．７８ １４１．３９
０５．１ ２．３０ ２．９０ ３．５５ １１，３８７ １０３．５８ １３４．８４

２ １１，７４０ １０４．５８ １３８．５８
３ １０ １．６５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ １１，６６８ １０６．９７ １３８．６２
４ ８ １．５５ １１，００８ １０５．８７ １３６．８５
５ １０ １．５０ ２．２５ ２．８０ ３．４５ １１，２７６ １０７．８４ １３３．４７
６ １０ １．４５ １１，５８４ １１０．３７ １３３．２５
７ １１，８９９ １１２．１８ １３５．８６
８ １０ １．６０ １２，４１３ １１１．４２ １３６．０５
９ ９ １．５５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ １３，５７４ １１３．２８ １３６．２１
１０ １２ １．８０ ２．９０ ３．５０ １３，６０６ １１５．６７ １３９．５７
１１ １０ １．９０ ２．５５ ３．１５ ３．７５ １４，８７２ １１９．４６ １４０．８２
１２ ９ １．８５ ２．５０ ３．１０ ３．７０ １６，１１１ １１７．４８ １３９．３８

０６．１ １１ １．８０ ３．１５ ３．７５ １６，６４９ １１７．１８ １４１．９０
２ １０ ２．００ ３．７０ １６，２０５ １１６．３５ １３７．８６
３ ２７ ０．０６ ０．０６ １０ ２．１０ ２．７０ ３．４０ ３．８５ １７，０５９ １１７．４７ １４２．５４
４ １１ ０．０８ ０．０８ １１ ２．４５ ２．９０ ３．６０ ４．０５ １６，９０６ １１４．３２ １４３．４０
５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．８０ ４．２５ １５，４６７ １１１．８５ １４４．００
６ ９ ２．４５ ３．１０ ３．７５ ３．９５ １５，５０５ １１４．６６ １４５．７９
７ １４ ０．４０ １８ ０．１０ ０．２５ ０．３０ １１ ２．６５ ３．７０ ３．９０ １５，４５６ １１４．４７ １４５．９６
８ １５ ２．１２５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．５０ ３．８５ １６，１４０ １１７．２３ １５０．６６
９ ８ ２．３０ １６，１２７ １１８．０５ １４９．５８
１０ １１ ２．３５ ２．９０ ３．２５ ３．７０ １６，３９９ １１７．７４ １４９．３６
１１ １０ ２．３０ ３．０５ ３．４５ ３．８０ １６，２７４ １１６．１２ １５３．１２
１２ ８ ２．３５ ３．３５ ３．７０ １７，２２５ １１８．９２ １５６．６８

０７．１ １０ ２．４０ ３．００ ３．３０ ３．６０ １７，３８３ １２１．３４ １５７．１５
２ ２１ ０．７５ ２６ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ９ ２．３０ ３．６５ １７，６０４ １１８．５９ １５６．６６
３ ２６ ２．３７５ ９ ２．２０ ３．０５ ３．３５ ３．７０ １７，２８７ １１８．０５ １５７．２１
４ １０ ２．２５ １７，４００ １１９．４１ １６２．４０
５ ３．１５ ３．５０ ３．８５ １７，８７５ １２１．６３ １６３．４６
６ ８ ２．４５ ３．２０ ３．４５ ３．８０ １８，１３８ １２３．４８ １６６．０４
７ １０ ２．５５ ３．４０ ３．７５ ４．０５ １７，２４８ １１８．９９ １６４．１１
８ ４．１０ １６，５６９ １１６．２４ １５８．８０
９ １１ ２．２５ ３．３０ ３．６５ ４．００ １６，７８５ １１５．２７ １６３．３３
１０ １０ ２．４５ ３．２５ ３．５０ ３．８０ １６，７３７ １１４．７８ １６５．８９
１１ ９ ２．２０ ３．３０ ３．６０ ３．９０ １５，６８０ １１０．２９ １６２．６７
１２ １１ ２．３０ ３．２０ ３．４５ ３．７５ １５，３０７ １１３．１２ １６５．７０

０８．１ １０ ２．１０ ３．１５ ３．３５ ３．６５ １３，５９２ １０６．６３ １５８．４３
２ ８ ２．１５ ３．００ ３．２０ ３．５５ １３，６０３ １０４．３４ １５８．９３
３ １１ ２．１０ ３．１０ ３．３０ ３．６０ １２，５２５ ９９．３７ １５６．９７
４ ３．１０ ３．２０ ３．４５ １３，８４９ １０４．０５ １６２．０３
５ ９ ２．４０ ３．１５ ３．３０ ３．５５ １４，３３８ １０５．４６ １６３．２０
６ １０ ２．４５ ３．４５ ３．６５ ３．９０ １３，４８１ １０５．３３ １６６．４３
７ １０ ２．４０ ３．５５ ３．７５ ４．００ １３，３７６ １０８．１３ １６８．８７
８ ８ ２．２５ ３．３５ ３．５５ ３．８０ １３，０７２ １０８．８０ １６０．３８
９ １０ ２．３０ ３．２０ ３．４０ ３．６５ １１，２５９ １０４．７６ １５０．４９
１０３０ ０．５０ １０ ２．３５ ３．３０ ３．５０ ３．７０ ８，５７６ ９７．０１ １２３．２３
１１ ５ ０．１２ ０．２５ ０．３０ １１ ２．４０ ３．３０ ３．５５ ３．６５ ８，５１２ ９５．４７ １２１．１８
１２ ２２ ０．０４ ５ ２．１７５ ３．１０ ３．３０ ３．５５ ８，８５９ ９０．２７ １２７．２０

０９．１ ９ ２．２５ ３．００ ３．２０ ３．４５
０９．１．１５
現在 ０．５０ ０．０４ ０．２５ ０．３０ ２．１７５ ２．２５ ３．００ ３．２０ ３．４５ ８，０２３ ８９．０８ １１７．１４

マーケットデータ

預金金利・貸出金利等の推移

（注）スーパー定期、自由金利定期は、月内最終営業日の金利。銀行預金、短期プライム、住宅ローンは福岡銀行の金利。（ ）は日付。日経平均は切り捨て。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�平　松　毅一郎�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

以前環境ビジネスに関するレポートをま

とめた際にも思いましたが、太陽光発電の

普及拡大のためには、「エコロジー」と「エ

コノミー」という二つの「エコ」を両立さ

せることが必要不可欠だと思います。ＦＦＧ

では「エコノミー」だけでなく、「エコロ

ジー」の面でも皆様のサポートを行なって

参りたいと考えております。

企業が抱える技術的課題を解決する糸口

は、地域の大学にもありそうです。大学に

は、企業との共同研究に熱心な先生方も多

く、産学連携を通じた研究開発が大いに期

待できます。今後、本誌ではこのような課
� � � � � �

題解決のヒントとなる大学発シーズを続々

とご紹介する予定です。乞うご期待下さい

�

２００９年度税制改正法案が国会で審議され

ています。法案が成立すれば生前贈与によ

る計画的な事業承継が行いやすくなります。

これを機会に事業承継について考えてみて

はいかがでしょうか。

花 谷 今 泉 城

地域の景気見通しについて厳しい見方が

大勢を占める中、これをビジネスチャンス

と捉え事業に取り組んでおられる経営者の

方も多数いらっしゃいます。こうした皆様

の取り組みを参考にさせていただきつつ、

閉塞感漂う景気を切り開く情報を発信でき

るよう努力していきたいと思っています。

新年快楽！ここ大連でも春節恒例の民族

大移動（帰郷）が始まりました。両手はもち

ろん背中に大荷物を背負い公共交通機関に

乗り込む姿は、まさに、テレビで観た世界

です。この不況下、彼らのバイタリティー

は見習うべきものを感じます。

２００９年がスタートしました。ここ中国に
おいては、今年は建国６０周年という節目の
年であり、記念式典は昨年に行われた北京
五輪以上のビックイベントであるとも言わ
れています。
２００８年、米国発の世界的な金融危機は現
在も続いていますが、２００９年は世界中で明
るい話題が行き交うことを期待したいと思
います。

横 尾 宮 城 大 原

海 外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報９号 ２００９年１月２６日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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